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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 （千円） 1,493,319 2,108,587 1,979,456 2,732,270 5,347,892

経常利益 （千円） 104,175 188,320 47,405 248,900 98,391

親会社株主に帰属する当期

純利益
（千円） 61,271 104,680 12,095 142,719 20,711

包括利益 （千円） 62,890 111,856 25,671 138,685 △80,227

純資産額 （千円） 621,004 1,384,426 1,438,098 2,554,517 2,603,729

総資産額 （千円） 1,470,335 2,220,070 3,719,886 6,992,648 12,123,475

１株当たり純資産額 （円） 222.98 345.31 346.60 470.90 449.67

１株当たり当期純利益金額 （円） 22.00 36.75 2.93 30.09 3.80

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － 31.77 2.74 28.65 3.67

自己資本比率 （％） 42.2 62.4 38.7 36.5 20.2

自己資本利益率 （％） 10.4 10.4 0.9 7.2 0.8

株価収益率 （倍） － 45.99 175.77 31.24 179.74

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 117,950 △66,411 △46,673 △418,641 170,174

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △17,907 △196,141 △1,500,782 △1,537,885 △3,955,414

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 35,252 530,804 1,528,363 2,844,713 3,037,707

現金及び現金同等物の期末

残高
（千円） 732,516 1,004,421 994,174 1,882,940 1,342,881

従業員数
（人）

30 33 38 42 78

(外、平均臨時雇用者数) (－) (－) (－) (－) (－)

(注)　１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第14期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は

非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

３．第14期の株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

４．当社は平成26年３月12日に東京証券取引所マザーズ市場に上場したため、第15期の潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額は、新規上場日から第15期末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しており

ます。

５．平成25年８月21日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行いましたが、第14期の期首に当該分割が

行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

営業収益 （千円） 113,614 103,944 146,172 193,545 262,897

経常利益 （千円） 54,115 13,319 12,456 30,357 820

当期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） 56,961 20,701 29,407 △392 6,424

資本金 （千円） 90,000 415,782 429,782 918,632 922,457

発行済株式総数 （株） 27,850 4,009,200 4,149,200 5,424,700 5,457,200

純資産額 （千円） 344,367 1,016,634 1,074,041 2,051,282 1,950,408

総資産額 （千円） 686,463 1,355,880 1,513,530 2,396,239 4,285,626

１株当たり純資産額 （円） 123.65 253.58 258.86 378.14 357.24

１株当たり配当額

（円）

－ － － － －

（うち１株当たり中間配当

額）
（－） （－） （－） （－） （－）

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） 20.45 7.27 7.13 △0.08 1.18

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － 6.28 6.65 － 1.14

自己資本比率 （％） 50.2 75.0 71.0 85.5 45.5

自己資本利益率 （％） 18.0 3.0 2.8 － 0.3

株価収益率 （倍） － 232.46 72.23 － 578.81

配当性向 （％） － － － － －

従業員数
（人）

3 4 6 6 8

(外、平均臨時雇用者数) （－） （－） （－） （－） （－）

(注)　１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は配当を行っておりませんので、１株当たり配当額及び配当性向につきましては、それぞれ記載して

おりません。

３．第14期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は

非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

４．第17期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当

期純損失金額であるため記載しておりません。

５．第17期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。

６．第14期の株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

７．当社は平成26年３月12日に東京証券取引所マザーズ市場に上場したため、第15期の潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額は、新規上場日から第15期末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しており

ます。

８．当社は、平成25年８月21日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行いましたが、第14期の期首に当

該分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。
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２【沿革】

　当社は、平成11年６月に環境分野の研究開発会社として設立しております。

　平成15年１月に土壌汚染の調査、浄化工事の設計・施工、施主へのリスクコンサルティングを専門に提供する子会

社の株式会社アイ・エス・ソリューションを設立、平成18年８月には土壌調査・浄化工事に使用する専門機器、薬剤

を専門に販売している子会社の株式会社ランドコンシェルジュを設立しました。

　平成21年３月に環境用バイオアッセイ事業(生物検定事業)を営業譲渡し、土壌汚染対策関連の事業に集中、当社は

グループ会社の管理とグループ全体の事業戦略や財務戦略を担う持株会社体制といたしました。

　平成22年３月には土壌汚染が原因で土地が有効に活用できない「ブラウンフィールド問題」(注)１の解決を目的と

した子会社の株式会社エンバイオ・リアルエステートを設立しました。

　また、平成24年６月には、これから顕在化する中国の土壌汚染問題の解決を目的として日中合弁会社、江蘇聖泰実

田環境修復有限公司を設立しました。

　当社設立以降の沿革は、以下に記載したとおりであります。

 

年月 事項

平成11年６月

 

平成15年１月

 

平成17年３月

平成18年８月

 

平成20年９月

平成21年３月

 

平成22年３月

 

 

平成22年６月

平成24年６月

 

平成26年３月

平成26年７月

平成26年８月

平成27年３月

平成28年１月

平成28年３月

平成28年５月

平成28年９月

平成28年10月

平成29年４月

環境分野にバイオテクノロジーを応用する研究開発会社として、株式会社エンバイオテック・ラ

ボラトリーズ（現・当社）を東京都江東区に設立

土壌汚染の調査、浄化工事の設計・施工、施主へのリスクコンサルティングの提供を目的とした

株式会社アイ・エス・ソリューションを100％子会社として設立（資本金4,000万円）

本社事務所を東京都千代田区へ移転

土壌調査・浄化工事用の専門機器、資材の輸入販売を目的とした株式会社ランドコンシェルジュ

を100％子会社として設立（資本金500万円）

株式会社ランドコンシェルジュにおいて埼玉県入間郡三芳町に所沢サービスセンターを開設

グループの事業を土壌汚染対策関連の事業に集中するために環境用バイオアッセイ事業を営業譲

渡。当社は、土壌汚染対策関連事業を営む企業集団を統括する持株会社となる

土壌汚染が懸念される土地(ブラウンフィールド(注)１)の流動化を目的とした売買や有効活用支

援サービスを提供する株式会社エンバイオ・リアルエステートを100％子会社として設立（資本金

1,000万円）

社名を株式会社エンバイオ・ホールディングスに変更

中国での土壌汚染の調査・浄化・コンサルティングサービスの提供を目的として、日中合弁によ

り江蘇聖泰実田環境修復有限公司を持分49％出資で江蘇省南京市に設立（資本金２億5,000万円）

東京証券取引所マザーズに株式を上場

株式会社アイ・エス・ソリューションにおいて沖縄県那覇市に沖縄営業所を開設

株式会社アイ・エス・ソリューションにおいて大阪市中央区瓦町に関西営業所を開設

ヴェガ・ソーラー合同会社を95％子会社として設立

YAMAテック株式会社の株式取得により同社を持分法適用会社化（現・連結子会社）

アルタイル・ソーラー合同会社を95％子会社として設立

YAMAテック株式会社を連結子会社化

ソーラー年金株式会社の株式取得により同社を連結子会社化

太陽光パーク２合同会社の持分取得により同社を連結子会社化

YAMAテック株式会社の株式追加取得により同社を100%連結子会社化

 

用語解説

(注)　１.ブラウンフィールド

　土壌汚染の存在、あるいはその懸念から、本来、その土地が有する潜在的な価値よりも著しく低い用途

あるいは未利用となった土地。
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３【事業の内容】

　当社グループは、持株会社である当社、連結子会社８社（株式会社アイ・エス・ソリューション、YAMAテック株式

会社、株式会社ランドコンシェルジュ、株式会社エンバイオ・リアルエステート、ヴェガ・ソーラー合同会社、アル

タイル・ソーラー合同会社、ソーラー年金株式会社、太陽光パーク２合同会社）、関連会社１社（江蘇聖泰実田環境

修復有限公司）及びその他の関係会社１社（株式会社シーアールイー）により構成されています。

　当社グループは、土壌汚染の調査・浄化工事・リスクコンサルティング及び土壌汚染関連機器・資材販売を行う土

壌汚染対策事業、土壌汚染地の有効活用を支援するブラウンフィールド活用事業を主要な事業とし、土地の健全な活

用の妨げになるとして社会問題化している土壌汚染問題の解決を目指しております。また、土地の有効活用策として

自然エネルギー事業も展開しております。

　当社グループの顧客は、工場、ガソリンスタンド等の土地を保有又は賃借している企業、工場等の跡地を再開発し

ようとする不動産関連企業及び建設関連企業が中心となっており、土地の汚染調査、施設の解体・土地改変時におい

て、当社グループのサービス・商品が使用されております。

　なお、当社は、有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社等に該当してお

り、これにより、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数値に基づいて判断すること

になります。

 

[当社グループの特徴について]

　当社グループは、不動産売買及び不動産開発における重大なリスクとして広く認識されるようになった土壌汚染の

対策が必要な企業等に対し、土壌汚染問題を解決するためのサービス・商品を提供しております。当社グループは、

同業他社が汚染土壌の「掘削除去・場外搬出」という高コストの手法を中心にサービスを提供している中で、汚染土

壌を掘削、場外搬出せずに場内で土壌浄化ができる「原位置・オンサイト浄化」という手法を中心にサービス・商品

を提供しており、掘削除去・場外搬出等の他の手法と比較して低コスト、短工期、低環境負荷を特徴とした土壌汚染

対策の提案を行っております。

　土壌汚染対策事業においては、平成24年から中国での現地サービスを展開し、タイにおいても市場調査と販路開拓

を開始し、サービスの海外提供体制の構築を進めております。

　さらに当社グループ間の連携により、資金力の乏しい中小企業の顧客に対しては、ブラウンフィールド活用事業に

より現状有姿で不動産を直接取得して、浄化した後に売却し資金を回収する提案等を行い、顧客層の拡大を図るとと

もに、土地の有効活用策として自然エネルギー事業も展開しております。

 

　当社グループの事業における位置付け及びセグメントは、次のとおりです。

セグメントの名称 主な事業内容 会社名

土壌汚染対策事業

1.土壌汚染の調査、浄化工事の設計・施工、

施主へのリスクコンサルティングを行う事業

株式会社アイ・エス・ソリューション

YAMAテック株式会社

江蘇聖泰実田環境修復有限公司

2.原位置調査・原位置浄化に使用する機器・

資材・浄化用薬剤の輸入販売を行う事業
株式会社ランドコンシェルジュ

ブラウンフィールド活用事業
土壌汚染地を現状有姿でリスクを見込んで購

入して、浄化後に再販・賃貸する事業
株式会社エンバイオ・リアルエステート

自然エネルギー事業 自然エネルギー等による売電事業

株式会社エンバイオ・ホールディングス

株式会社ランドコンシェルジュ

ヴェガ・ソーラー合同会社

アルタイル・ソーラー合同会社

ソーラー年金株式会社

太陽光パーク２合同会社

－ グループの統括管理 株式会社エンバイオ・ホールディングス
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各事業の詳細は、次のとおりであります。

 

(1) 土壌汚染対策事業

① 土壌汚染対策事業

　土壌汚染対策事業は、株式会社アイ・エス・ソリューション、YAMAテック株式会社及び江蘇聖泰実田環境修復有

限公司が行っております。土壌汚染対策とは、顧客企業が所有する事業場を閉鎖したり、事業場跡地の売却及び再

開発を行う際にその土地が特定有害物質で汚染されてないかを確認するための調査、汚染が確認された土地につい

て指定基準に適合させるための浄化工事の設計・施工、並びに土地の買手、行政、近隣住民等利害関係者とのリス

クコミュニケーションを通して問題解決を図るプロセスを指しております。

　株式会社アイ・エス・ソリューションは、汚染土壌を掘削せずに地中の汚染物質を分解する「原位置浄化」と呼

ぶ工法又は汚染土壌を掘削して場内で汚染物質を分解・除去した後に埋め戻す「オンサイト浄化」と呼ぶ工法の施

工実績を積み上げ、設立以来500件を超える（平成27年3月末現在）浄化完了実績を達成しております。

　また、土壌汚染に関する法制化が急ピッチで進んでいる中国の需要に対応するため、江蘇省南京市を拠点とした

現地法人（江蘇聖泰実田環境修復有限公司）にて、日本国内で培ってきた原位置浄化の技術・ノウハウに基づく

サービスを展開しております。

　本事業においては、主に以下の３つのサービスを提供しております。

　a.土壌汚染調査サービス

　b.土壌汚染浄化工事サービス

　c.定期モニタリングサービス

 

a.土壌汚染調査サービス

　土壌汚染調査サービスでは、事業場を閉鎖したり、その跡地の売却又は再開発を計画している顧客企業、あ

るいは何らかの原因による特定有害物質の漏えいを確認した顧客企業からの依頼を受け、土壌汚染対策法に準

拠した地歴調査（土地の使用履歴情報を基に土壌汚染の可能性を評価する調査）、土壌汚染状況調査（対象地

から採取した試料を分析して土壌汚染の有無を確認する調査）、土壌汚染詳細調査（土壌汚染の存在が確認さ

れた土地の平面方向と深度方向での汚染範囲を確定する調査）の計画を策定し、現地調査を実施し、その結果

を報告書にまとめて顧客企業に報告するサービスです。土壌汚染の状況に応じて行政及び土地の買主等の利害

関係者への報告を行うとともに、汚染拡散防止計画及び浄化工事計画の策定を行って対応策について提案しま

す。

　本サービスでは、独自技術としてダイレクトセンシング（注）１を駆使して立体的に汚染状況を可視化する

原位置三次元調査による土壌汚染の範囲の絞り込みを行い、費用対効果の高い浄化工事の対応策を提供してお

ります。

 

b.土壌汚染浄化工事サービス

　土壌汚染調査の結果を精査し、土地の利用用途、行政の指導、利害関係者の要求水準等を勘案して土壌汚染

の浄化計画を立案し、浄化工事の設計、施工、施工後の浄化確認を行い、一連のプロセスと浄化結果を報告書

にまとめて顧客企業に報告するサービスです。顧客企業の要請に応じて行政及び利害関係者等との協議・折

衝・報告も行います。

　本サービスでは、主として汚染土壌を掘削せずに地中の汚染物質を分解する「原位置浄化」と呼ぶ工法並び

に汚染土壌を掘削して場内で汚染物質を分解・除去した後に埋め戻す「オンサイト浄化」と呼ぶ工法を提案す

ることにより、顧客企業にとって、低コスト、短工期、低環境負荷での土壌浄化を提供しております。

　本サービスでは、独自技術として米国Environmental Remediation and Financial Services, LLCより技術

導入した地中に浄化用薬剤を効率よく注入するための技術（プロパゲーション工法）、汚染物質を化学的に分

解するフェントン化学酸化工法(特許第4700083号)(注)２、汚染物質を微生物の力で分解するバイオレメディ

エーション工法(特許第305104号)(注)３、土壌の油臭を低減する薬剤及び土壌の防臭方法(特許第5140912号)

等を展開して競争力を高めております。さらに平成28年3月に米国TerraTherm Inc.の原位置熱脱着技術

（ISTD）（注）４の実施権を取得いたしました。

 

c.定期モニタリングサービス

　土壌汚染調査の結果、土壌汚染の存在が確認された場合に自主的あるいは法令の定めにより、地下水の定期

的な水質調査を行い、その結果を報告書にまとめて顧客企業と必要に応じて行政に報告するサービスです。

　本サービスでは、顧客企業にとって汚染の拡散防止が図れるとともに汚染が深刻に拡散する前に浄化計画を

策定して、浄化対策に移行することができるため、経済性の高い浄化対策を提案しております。
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② 土壌汚染関連機器・資材販売

　土壌汚染関連機器・資材販売は、株式会社ランドコンシェルジュが行っております。同社では、土壌汚染対策の

現場で有効性の確認されている土壌汚染調査及び浄化工事用の専門機器及び資材、浄化用薬剤を土壌汚染調査並び

に土壌浄化工事を行う業者向けに販売しております。

　主力商品は、土壌汚染調査用の土壌試料採取機械として世界シェアの50％以上を占めている米国Geoprobe

Systems社製の自走式掘削機（Geoprobe）及びそれに使用するツール類と消耗品であり、国内独占販売権を有して

おります。自走式掘削機（Geoprobe）は、土壌試料採取、地下水試料採取、観測用並びに浄化用の井戸設置、原位

置調査用センサーの貫入、地盤強度・透水性測定用センサーの貫入、浄化用薬剤の注入等、1台で様々な作業がこ

なせる点で競争力を有しております。

　浄化用薬剤としては、米国REGENESIS Bioremediation Products,Inc.,製の微生物分解促進剤、化学酸化剤、油

分剥離剤等の国内独占販売権を有しております。また浄化工事用機材として、地下水からの油の回収装置、汚染地

下水の処理装置、地中への酸素の供給装置等を販売しております。

　本事業では、自走式掘削機(Geoprobe)を中心に様々な浄化用機器と浄化用薬剤を現場に合わせて組合せた浄化シ

ステムをパッケージで提供することで競争力を発揮しております。また、自走式掘削機（Geoprobe）を活用して施

工できる太陽光発電パネル設置用架台・杭の輸入販売を行っております。

 

(2) ブラウンフィールド活用事業

　ブラウンフィールド活用事業は、株式会社エンバイオ・リアルエステートが行っております。国内の土壌汚染対

策市場では、大手企業が保有する工場跡地等の土壌汚染対策が進んでいる反面、中小企業が保有する土地の土壌汚

染対策は、土壌汚染調査及び土壌汚染浄化工事に要する資金の不足が原因でなかなか進んでおりません。本事業で

は、中小企業が保有している土壌汚染地又は土壌汚染の可能性が高く、そのままでは売買が成立しにくい土地を土

壌汚染リスクを見込んだ価格の現状有姿で購入し、株式会社エンバイオ・リアルエステートが土地所有者として土

壌汚染浄化工事及び汚染拡散防止措置を施した後に、必要に応じて行政への届出を行って再販あるいは賃貸してお

ります。土壌汚染リスクについては、当社グループの土壌汚染対策事業で蓄積した実績とノウハウを基に算定し、

購入した土地の土壌汚染浄化工事及び汚染拡散防止措置は、株式会社アイ・エス・ソリューション又はYAMAテック

株式会社が行います。

　また、土壌汚染関連機器・資材販売事業において太陽光発電パネル設置用架台・杭の販売で築いたネットワーク

を活かして、ブラウンフィールド活用策の一つとして太陽光発電による売電事業を展開しております。

　主な顧客企業は、クリーニング工場、ガソリンスタンド運営店、町工場等の中小企業となっております。顧客企

業にとっては、土壌汚染対策のための資金を準備する必要がなく、また煩雑な法的な手続きを行うことなく、短期

間に土地の売却収入が得られるというメリットがあります。

 

(3) 自然エネルギー事業

　土地の有効活用策としてスタートさせた自然エネルギー事業では、国内に30MWの太陽光発電所を建設・運営する

ことを目標に順調に建設計画を進めております。安定的な収益を上げ、当社グループの成長基盤を財務的に支える

事業として育ってまいりました。

 

用語解説

(注)　１．ダイレクトセンシング

プローブと呼ばれる地中に打ち込むことのできるセンサーを用いて、打ち込んだ深さにおける電気伝導

度及び有害物質濃度等の情報を連続的に収集することができる検出方法。米国では土壌汚染調査で汚染

範囲を絞り込むために標準的な方法として普及しています。

　２．フェントン化学酸化工法

過酸化水素や過硫酸ナトリウムのような酸化剤源は、触媒を加えることにより強力な酸化剤となり、有

機塩素化合物をはじめとする有機性汚染物質を酸化分解することができます。汚染土壌と酸化剤を接触

させることにより汚染物質が分解無害化する原理を用いた浄化工法。過酸化水素を酸化剤源とする工法

をフェントン化学酸化と言います。

　３．バイオレメディエーション工法

土壌汚染現場に存在する汚染物質を分解する能力を有した微生物の活動を人為的に活性化させることに

より、汚染物質が分解無害化される原理を用いた浄化工法です。
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　４．原位置熱脱着技術（ISTD）

地中の温度をヒーターで汚染物質の沸点以上に加熱して汚染物質を気化させ、加熱された地下空気とと

もに回収して地上の処理設備で無害化処理する技術です。ダイオキシン類やPCBの場合は地中の温度を高

温に保つことにより土壌中で99％分解されます。汚染物質の種類や濃度、地質条件により化学酸化やバ

イオレメディエーションが適用できない現場に適しています。

 

［事業系統図］
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の
内容

（注）１

議決権の所
有割合又は
被所有割合

(％)

関係内容

（連結子会社）      

株式会社アイ・エス・

ソリューション

（注）２

東京都千代田区 40,000
土壌汚染対策事

業
100

経営指導

債務保証

役員の兼任　３名

株式会社ランド

コンシェルジュ

（注）２

東京都千代田区 5,000
土壌汚染対策事

業
100

経営指導

資金の貸付

債務保証

役員の兼任　３名

株式会社エンバイオ・

リアルエステート

（注）３

東京都千代田区 10,000
ブラウンフィー

ルド活用事業
100

経営指導

資金の貸付

債務保証

担保資産の被提供

役員の兼任　３名

太陽光パーク２

合同会社
東京都港区 10

自然エネルギー

事業
100

経営指導

資金の貸付

債務被保証

担保資産の被提供

ヴェガ・ソーラー

合同会社
東京都新宿区 1,000

自然エネルギー

事業
95

経営指導

資金の貸付

債務保証

担保資産の被提供

アルタイル・ソーラー

合同会社
東京都新宿区 1,000

自然エネルギー

事業
95

経営指導

資金の貸付

債務保証

担保資産の被提供

ソーラー年金

株式会社
東京都千代田区 6,660

自然エネルギー

事業
85

経営指導

資金の貸付

債務保証

担保資産の被提供

YAMAテック株式会社

（注）２．４
千葉県千葉市 80,000

土壌汚染対策事

業
45.5

経営指導

技術指導

役員の兼任　１名

（持分法適用関連会社）      

江蘇聖泰実田環境修復

有限公司

中国

江蘇省南京市
250,000

土壌汚染対策事

業
49

経営指導

技術指導

役員の兼任　２名

(その他の関係会社）      

株式会社

シーアールイー

（注）５

東京都港区 1,613,627

物流施設の賃

貸・管理・開

発・仲介及び投

資助言

（被所有）

22.0

主要株主

資本業務提携

浄化工事の請負

(注)　１．「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報の名称を記載しております。
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２．株式会社アイ・エス・ソリューション、株式会社ランドコンシェルジュ及びYAMAテック株式会社について

は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えておりま

す。

 

株式会社アイ・エス・ソリューション

主要な損益情報等　(1) 売上高 　　1,651,408千円

(2) 経常利益　　　40,762千円

(3) 当期純利益　　25,410千円

(4) 純資産額 　　304,368千円

(5) 総資産額 　1,094,145千円

 

株式会社ランドコンシェルジュ

主要な損益情報等　(1) 売上高 　　　684,546千円

(2) 経常利益　　　77,049千円

(3) 当期純利益　　57,005千円

(4) 純資産額 　　157,040千円

(5) 総資産額 　1,766,228千円

 

YAMAテック株式会社

主要な損益情報等　(1) 売上高 　　2,330,372千円

(2) 経常利益　　　99,339千円

(3) 当期純利益　　63,637千円

(4) 純資産額 　　283,253千円

(5) 総資産額 　1,816,129千円

 

３．株式会社エンバイオ・リアルエステートについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連

結売上高に占める割合が10％を超えておりますが、当連結会計年度におけるセグメント情報の売上高に占

める当該連結子会社の売上高（セグメント間の内部売上高又は振替高を含む）の割合が90％を超えており

ますので、主要な損益情報等の記載を省略しております。

４．持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。

５．有価証券報告書を提出しております。
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５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成29年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

土壌汚染対策事業 67  

ブラウンフィールド活用事業 3  

自然エネルギー事業 1  

報告セグメント計 71  

全社（共通） 7  

合計 78  

(注)　１．従業員数は就業人員であります。

２．全社(共通)として記載されている従業員数は、管理部門及び内部監査室の人数であります。

３．上記使用人数には、派遣社員、契約社員、嘱託、パートタイマー及びアルバイトは含んでおりません。

 

(2) 提出会社の状況

平成29年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

8 37.8 2.0 4,851

 

セグメントの名称 従業員数（人）

自然エネルギー事業 1

全社（共通） 7

合計 8

(注)　１．従業員数は就業人員であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門及び内部監査室に所属しております。

４．上記使用人数には、派遣社員、契約社員、嘱託、パートタイマー及びアルバイトは含んでおりません。

 

(3) 労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって緩やか

な回復基調が続きました。ただし、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響などから、先行き不透明な状

況が続いております。

　当社グループの業績に大きな影響を及ぼす不動産市況は、ここ数年土地取引件数は僅かに増加傾向にあるなか、

住宅建設は持ち直しの動きが見られたのち横ばいから弱含みに推移してまいりました。建設市場においては、公共

投資が底堅い動きとなっておりますが、建設技能者の不足による労務費の上昇や資機材価格の高騰など一部懸念材

料を抱えた状況で推移してまいりました。

　持分法適用会社を展開する中国では、土壌汚染の法整備に向けた動きが進んでおり、土壌汚染対策行動計画（土

十条）が公布されました。景気は緩やかに減速しておりましたが、各種政策効果もあり、持ち直しの動きが見られ

るように推移しております。

　このような背景のもと、土壌汚染対策事業を中心にグループの総合力を活かして、ブラウンフィールド活用事業

や自然エネルギー事業を積極的に展開いたしました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は5,347,892千円（前年同期比95.7％増）、経常利益98,391千円（同60.5％

減）、親会社株主に帰属する当期純利益は20,711千円（同85.5％減）となりました。

 

　以下に各セグメントの状況を報告いたします。

　なお、当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期比較については、前連結会

計年度の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

 

土壌汚染対策事業

　国内については、YAMAテック株式会社の連結子会社化による原位置浄化から掘削除去までのフルラインアップ

化による商品力の強化、大手不動産会社との地歴調査の包括契約による情報収集力の強化、新規の原位置浄化技

術である原位置熱脱着を核とした技術提案力の強化により新規顧客開拓と新たな需要開拓に注力しました。原位

置熱脱着を活用した第一号案件の受注に成功しました。本施工は次会計年度となります。一方、機器資材販売に

ついては、納入を予定した工事の工程変更や掘削機械の販売時期遅れ等の影響を受けました。売上は前年同期比

で大幅に増加しましたが、営業経費が増加したことに加えて先行的に原位置熱脱着の技術導入費用がかかったこ

と、また新規顧客を開拓する過程で掘削除去や汚染土壌収集運搬の比率が高まり原価率が悪化したことによりセ

グメント利益は前年同期比で大幅に減少いたしました。

　中国については、土壌汚染対策行動計画（土十条）の影響で営業情報は増えており、日系企業からの問い合わ

せも増えてきました。調査工事の受注件数は増加傾向にありますが、浄化工事の受注には至らず持分法投資損益

として22,483千円の損失を計上しました。

　この結果、売上高は4,211,064千円（同99.3％増）を計上し、セグメント利益は118,538千円（同38.9％減）と

なりました。

 

ブラウンフィールド活用事業

　仕入れ営業の人員増強を行い、大手や地場の不動産仲介業、破産管財人及び金融機関などからの情報収集や土

壌汚染対策事業とのグループ内連携、HP改定による反響、競売入札参加により仕入活動を強化し、14物件を仕入

れることができました。販売に関しては、浄化等が完了した３物件の販売を行いましたが、前年度に比べて収益

性の高い物件ではありませんでした。

　この結果、売上高は783,600千円（同47.2％増）を計上し、セグメント利益は48,065千円（同49.2％減）とな

りました。

 

自然エネルギー事業

　新たに熊本県菊池市、北海道十勝郡、岩手県紫波郡、千葉県野田市（５か所）で新規稼働開始し、当連結会計

年度末日現在、太陽光発電所は12か所、総発電容量12,797.68kwが稼働しております。建設中・計画中合わせて

９発電所（千葉県野田市８か所、石川県羽咋郡）合計総発電容量14,688.72kwが今後随時稼働する予定です。

　建設中の千葉県野田市８発電所は平成30年３月期中に完成を予定し、また、計画中の石川県羽咋郡の発電所

は、平成30年３月期の着工、平成31年３月期の完成を予定しております

　この結果、売上高は353,227千円（同304.2％増）を計上し、セグメント利益は83,458千円（同368.5%増）とな

りました。
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(2) キャッシュ・フロー状況の分析

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前連結会計年度末に比べ

540,059千円減少し、1,342,881千円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動の結果、獲得した資金は170,174千円（前年同期は418,641千円の使用）とな

りました。

　これは主に、法人税等の支払額が66,948千円発生したものの、税金等調整前当期純利益を98,299千円、減価償

却費を174,963千円計上したことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動の結果、使用した資金は3,955,414千円（前年同期比157.2%増）となりまし

た。

　これは主に、有形固定資産の取得による支出2,670,384千円、貸付けによる支出313,800千円、関係会社株式取

得による支出370,023千円及び定期預金の預入による支出268,675千円等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動の結果、獲得した資金は3,037,707千円（同6.8%増）となりました。

　これは主に、長期借入れによる収入3,276,311千円、社債の発行による収入250,000千円がありましたが、長期

借入金の返済による支出600,049千円等があったことによるものであります。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　生産に該当する事項がないため、生産実績に関する記載はしておりません。

 

(2) 受注状況

　当連結会計年度の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

土壌汚染対策事業 2,938,741 243.3 2,532,672 889.0

(注)　１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引は相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．ブラウンフィールド活用事業、自然エネルギー事業につきましては、受注に該当する事項がないため、

記載すべき事項はありません。

 

(3) 販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

前年同期比(％)

土壌汚染対策事業　(千円) 4,211,064 199.3

ブラウンフィールド活用事業　(千円) 783,600 147.2

自然エネルギー事業　(千円) 353,227 404.2

合計　(千円) 5,347,892 195.7

(注)　１．セグメント間内部取引振替後の数値によっております。
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２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとお

りであります。

相手先

前連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

大成建設株式会社 － － 833,398 15.6

株式会社シーアールイー 617,523 22.6 － －

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４．前連結会計年度の大成建設株式会社については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しており

ます。

５．当連結会計年度の株式会社シーアールイーについては、当該割合が100分の10未満のため記載を省略し

ております。

 

３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　当社グループの属する土壌汚染関連業界は、国内では専業の土壌汚染対策業者に加えて、建設・土木業者やエンジ

ニアリング会社、地質調査・コンサル業者、計量証明機関など幅広い業界から多数の企業が参入しております。また

中国では、土壌浄化を事業機会と捉えた大手企業の新規参入が相次いでおります。

　当社グループでは土壌汚染調査と土壌汚染浄化工事だけでなく、それらに付随するサービスや商品等を包括的に市

場に投入して顧客の幅広いニーズに応えるとともに以下のような課題に取り組み、他社との差別化をより一層図るこ

とにより、業容の拡大に努めてまいります。

 

(1) グループの相乗効果の最大化

　当社グループは、株式会社アイ・エス・ソリューションの原位置浄化・オンサイト浄化の豊富な実績と技術力を

核心的な競争力として参りました。その結果、原位置浄化・オンサイト浄化を計画している顧客への訴求力が強い

反面、掘削除去・場外搬出を計画している顧客への訴求力が弱いといった課題がありました。土壌汚染対策におい

て掘削除去・場外搬出から原位置浄化・オンサイト浄化までを競争力のある形で提供できるように掘削除去・場外

搬出の豊富な実績と競争力を備えたYAMAテック株式会社を連結子会社化して、顧客への訴求力の強化を図りまし

た。今後は両社による生産体制の相互融通と合理化、営業の一体化による営業力の向上に努め、相乗効果の最大化

を図って参ります。

 

(2) 新技術導入による競争力強化

　当社グループは、化学酸化工法と生物的分解工法（バイオレメディエーション）を核心的競争力としております

が、他社の追随や技術の汎用化が進んでおります。そのため既存の自社技術の優位性を発揮し続けるための技術開

発と新技術の確保・実用化が他社との差別化をより一層図るための課題と認識しております。自前の技術開発に加

えて、国内外の大学との共同研究や海外の先進企業からの技術導入等について積極的に進めております。平成28年

3月に実施権を取得した米国や欧州において実用化されている原位置熱処理技術については国内での第一号案件を

受注しました。現場施工等による技術確立を急ぎ、化学酸化工法及び生物的分解工法を補完する新たな原位置浄化

メニューとして原位置熱処理技術を加えることにより競争力強化を図ります。さらに検討中の複数の新技術候補に

ついて順次導入を図ってまいります。

 

(3) サービス拡充による競争力強化

　当社グループが関わる土壌汚染現場では、汚染土壌に加えて建設現場から発生する汚染汚泥の適正処理に関する

要望があります。土壌汚染対策の知識や経験を生かして、こうした要望に応えるサービスの拡充が競争力強化の課

題と認識しております。YAMAテック株式会社の100%子会社株式会社関東ミキシングコンクリートにおいて産業廃棄

物の中間処理プラントを建設し、建設現場から発生する汚泥の処理事業を計画しております。中間処理プラントの

運営を軌道に載せ、汚泥処理事業との相乗効果による土壌汚染対策事業の競争力強化を図って参ります。

 

(4) 海外市場展開の強化

　中長期的な成長エンジンとして、これから土壌汚染対策に関する需要が顕在化する中国をはじめとしたアジア諸

国の市場への展開が重要であると考えています。

　中国においては、近年法制化の整備が進み、まさに市場が立ち上がろうという段階であるため、競合他社に先駆

けた実績とブランド力の向上が課題と認識しております。そのため地方政府への働きかけ、モデルプロジェクトへ

の参画、国の試験研究機関や大学との共同研究、展示会・学会等での情報発信、日系企業に向けた啓発活動などに
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積極的に取り組んでまいりました。中国に設立した合弁会社の経験を生かし、日本からの技術と設備の輸出を組み

合わせた土壌汚染対策事業の収益モデルの確立を急ぎます。

　タイにおいては、工業団地の地下水汚染を対象とした規制が施行され、地下水汚染調査、浄化対策のニーズが急

速に高まって参りました。現地事務所を開設し、先行的な機器や資材の輸出販売と並行して、顧客並びに協力事業

者からの情報収集を強化いたしました。土壌汚染対策事業のノウハウを活用したコンサルティングと設備や薬剤販

売を組み合わせた収益モデルの検討を進めてまいります。

 

(5) 人材の確保、育成

　事業の継続的な発展を実現するためには、優秀な人材を十分に確保することが不可欠ですが、近年、建設技術者

が逼迫しているため、人材の採用が課題であると認識しています。高い専門性を有する人材、中国をはじめとする

アジア諸国で活躍できる人材及び管理職者の獲得には幅広いルートを活用するとともに、社内人材の育成に注力し

てまいります。幅広い人材採用活動を行うほか、教育研修制度の拡充、外部ノウハウの活用などに積極

的に取り組んでまいります。
 

４【事業等のリスク】

　当社グループの投資判断に重要な影響を与える可能性があると考えられるリスクには以下のようなものがありま

す。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資者の投資判断上あるいは当社グループ

の事業活動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載して

おります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものでありま

す。

　当社グループは、これらリスクの発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針

でありますが、当社株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載内容も併せて検討した上で行われる

必要があると考えております。また、以下の記載は本株式への投資に関するリスクを全て網羅するものではありませ

んので、この点にご留意下さい。

 

(1) 事業環境に由来するリスク

①事業環境の変化

　土壌汚染対策事業の需要は、「土壌汚染対策法」及び各地方自治体により施行される条例等の影響を受けま

す。

　例えば、土壌汚染調査が必要な場合は、有害物質使用特定施設の使用が廃止された場合や、3,000㎡以上の土

地の形質変更を届け出て都道府県知事等に汚染の恐れがあると判断された場合等、法令や条例等により具体的に

定められております。今後、法令や条例等が新設又は改正され強化される場合、土壌汚染調査や土壌汚染浄化工

事の機会が増加すると考えられ、需要が拡大する可能性があります。

　一方、土壌汚染調査や土壌汚染浄化工事の需要の大半は、不動産取引を契機とした企業の自主的な対応、工場

等の統廃合、M&Aを契機とした環境対策、稼働中の工場等の施設の環境保全を目的とした環境投資によって占め

られております。そのため、土壌汚染対策事業の需要は、景気動向による不動産取引の増減や企業の環境投資の

増減の影響を受けます。

　また、ブラウンフィールド活用事業については、今後、金利の上昇等により顧客の購買意欲の減退が起こる場

合等、不動産市況の動向その他の要因により、売却損、評価損及び減損損失等が発生する可能性がある他、販売

用不動産の引渡時期が変動する可能性があります。

　上記のような事業環境の変化が当社グループの財政状態及び経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

②競合の状況

　当社グループが推進中の事業領域には、建設土木業者(掘削除去)、地質調査会社(ボーリング調査)、計量証明

事業者(土壌の有害物質分析)、水処理設備会社(地下水処理)、鉱山会社(土壌処理)、及び産業廃棄物処理業者

(土壌処理)等の多くの事業者が多様な業種から、それぞれの得意分野((　)内は各業種の得意分野を示します。)

を活かして参入しており、競合が激化しております。当社グループは、「原位置浄化」という得意分野を強みと

した土壌汚染対策事業に加えて、土壌汚染リスクを評価して現状有姿で購入した後に浄化して再販するブラウン

フィールド活用事業を行っており、技術力を裏付けに、汚染された土地の活用提案から土壌汚染調査、土壌汚染

浄化工事、跡地の流動化までを一貫して手掛ける「ワンストップソリューション」を提供できる企業グループと

して、他社との差別化を図っております。しかしながら、競合他社との受注競争が激化する中で、厳しい条件で

受注する傾向が進んだ場合等には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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③中国における関連会社の業績の影響

　中国では土壌汚染を規制する法律の制定が検討されており、その法律が施行された場合は、土壌汚染対策事業

の市場が本格的に立ち上がると予測されています。当社グループでは、近年急増している地方政府発注の土壌汚

染対策案件の受注により、市場での競争優位性を獲得すること等を目的として、平成24年６月に持分比率49％の

関連会社江蘇聖泰実田環境修復有限公司を設立し運営しております。しかしながら、中国政府の政策変更や経済

運営状況等によって発注時期に遅れが生じた場合、若しくは市場の立ち上がり時期が遅れた場合等には、当該関

連会社の業績に影響を及ぼす可能性があり、さらに当該関連会社の経営成績の推移によっては、追加出資又は会

計手当等が必要となる場合が想定され、当社グループの財政状態及び経営成績等に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(2) 事業内容に由来するリスク

①売上計上時期が計画から遅れる可能性及び一時期に集中する可能性

　土壌汚染調査や土壌汚染浄化工事は多くの場合、施設閉鎖、土壌汚染調査、施設解体、土壌汚染浄化工事、及

び新しい建築物(マンション等を含みます)の建設という一連の工程の中で実施されます。したがって、何らかの

事情により施設閉鎖時期が遅れる、又は解体工事の着工が遅れる等、当社グループに起因しない事情により、土

壌汚染調査や土壌汚染浄化工事の実施時期が遅れる場合があります。また、汚染の状況によっては、追加調査が

必要な場合があります。このような場合は、調査期間が長引く若しくは土壌汚染浄化工事の実施時期が遅れるこ

ともあるため、結果として売上計上時期が計画から遅れる可能性があり、当社グループの経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。

　また、当社グループが大規模な土壌汚染対策に関する案件を受注した場合、若しくは多数の受注工事が一時期

に集中した場合等には、該当する四半期決算の売上高は大幅に増加する可能性がありますが、当該四半期決算の

経営成績だけをもって、当社グループの通期の経営成績を見通すことは困難である点には留意する必要がありま

す。

 

②汚染の状況によって費用が変動する可能性

　土壌汚染浄化工事は、土壌汚染調査の結果を基に設計・積算して、工事価格を決定しますが、土壌汚染調査は

必ずしも当社グループが実施するわけではなく、他社が実施した既存の調査結果を基に設計・積算することがあ

ります。したがって、土壌汚染調査の結果と実際の汚染状況が著しく異なる場合は、工事費用が変動する可能性

があります。その場合は、顧客へ説明し、工事価格の変更交渉を行いますが、例えば「原位置浄化」か、それ以

外の工法かにより利益率が異なるため、利益率の低い工法を選択せざるを得ない場合は、当初予定の利益を確保

できない可能性があります。

 

③為替変動に関するリスク

　土壌汚染関連機器・資材は、主に北米メーカーの製品の輸入販売を行っております。また新規に導入した熱脱

着技術に関連する機器や資材は、米国テラサーモ社より調達しております。いずれも米ドル建てで仕入れている

ため為替変動により当社グループの財政状態及び経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

④仕入先との取引条件について

　土壌汚染関連機器・資材は、主に北米メーカーの製品の輸入販売を行っており、一部のメーカーとの間では日

本国内における独占販売契約を締結しております。これら仕入先との取引契約が解消されることは、現状では想

定し難いものと認識しておりますが、今後不測の要因により主要な仕入先との取引契約が解消された場合は、当

社グループの事業展開及び経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑤サービス及び商品の欠陥について

　当社グループは品質管理に細心の注意を払っておりますが、提供するサービス及び商品に欠陥が生じるリスク

があります。その場合、当社グループは、サービス又は商品の欠陥が原因で生じた損失に対する責任を追及され

る可能性があります。さらに、サービス又は商品に欠陥が生じたことにより社会的評価が低下した場合は、当社

グループのサービス及び商品に対する顧客の購買意欲が低減する可能性があります。これらの場合、当社グルー

プの財政状態及び経営成績等が悪影響を受ける可能性があります。
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⑥海外展開について

　当社グループは中国や東南アジア諸国を中心とした海外市場において、積極的な事業展開を推進していく予定

です。海外事業展開には、事業投資に伴う為替リスク、カントリーリスク、出資額又は出資額を超える損失が発

生するリスク等を伴う可能性があり、計画どおりに事業展開ができない場合には、当社グループの事業戦略及び

経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3) その他のリスク

①法的規制リスク

　当社グループの事業に係る主要な法的規制は以下のとおりであります。なお、現時点においては、行政処分に

該当する事象は発生していないものと認識しております。

 

a.建設業関係

　土壌汚染対策事業で実施する土壌汚染浄化工事には、重機を使用する現場での汚染土壌の浄化工程や汚染土

壌の掘削工程等が含まれ、これらの工程は土木工事に該当するため、「建設業法」の規制を受けます。

　当社グループにおいて土壌汚染対策事業を担当する事業会社は、土木工事業等について「特定建設業」の許

可を取得しております(土木工事業、とび・土工工事業、石工事業、鋼構造物工事業、ほ装工事業、しゅんせ

つ工事業、塗装工事業、水道施工工事業　国土交通大臣許可：特26-第25676号、有効期限：平成32年２月)。

万一、「建設業法」に抵触し、当該営業の全部又は一部の停止命令又は許可取消し等の行政処分を受けた場合

は、当社グループの事業展開及び経営成績等に重大な影響を与える可能性があります。

 

b.指定調査機関関係

　土壌汚染対策事業では、工場跡地等の不動産の売買時及び同土地の再開発時等に汚染の有無を確認するため

の土壌汚染調査を行いますが、「土壌汚染対策法」で土壌汚染状況調査を義務付けられた区域の調査は、環境

大臣による指定を受けた「指定調査機関」が行うこととされております。

　当社グループで土壌汚染対策事業を担当する事業会社は、「指定調査機関」の指定を受けております。

 

c.不動産業関係、税制の制定・改定について

　ブラウンフィールド活用事業は、「宅地建物取引業法」による規制を受けており、当社グループにおいて当

該事業を担当する事業会社は、「宅地建物取引業」の許可を取得しております。万一、「宅地建物取引業法」

に抵触し、許可取消し等の行政処分を受けた場合は、当社グループの事業展開に影響を与える可能性がありま

す。

　また、住宅税制、消費税等が制定・改定された場合には、不動産等の取得・保有・売却等にかかる費用の増

加及びこれらの要因による顧客の購買意欲の低下等により当社グループの財政状態及び経営成績等に影響を及

ぼす可能性があります。

 

②知的財産等に関するリスク

　当社グループは、当社グループが運営する事業に関する知的財産権の獲得に努めるとともに、第三者の知的財

産権を侵害しないように取り組んでおります。しかしながら、今後当該事業分野において第三者の権利が成立し

た場合又は認識していない権利が既に成立している場合は、第三者より損害賠償及び使用差止め等の訴えを起こ

される可能性並びに権利に関する使用料等の対価の支払が発生する可能性があります。また、当社グループが所

有する商標権が、第三者より侵害された場合には当社グループのブランドイメージが低下する可能性がある他、

解決までに多くの時間と費用を要する可能性があります。それらの場合には、当社グループの事業展開及び経営

成績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

③情報管理に関するリスク

　顧客や取引先の個人情報や機密情報を保護することは、企業としての信頼の根幹をなすものであります。当社

グループでは、社内管理体制を整備し、従業員に対する情報管理やセキュリティ教育等、情報の保護について

種々の対策を推進しておりますが、情報の漏洩が全く起きないという保証はありません。万一、情報の漏洩が起

きた場合、当社グループの信用は低下し、顧客等に対する賠償責任が発生する等、当社グループの財政状態及び

経営成績等が悪影響を受ける可能性があります。
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④自然災害・火災・事故等への対応について

　地震、風水害等の自然災害により当社グループが運営する太陽光発電所・事務所・設備・社員とその家族等に

被害が発生した場合には、損害保険等を付与してリスクヘッジは行っているものの、当社グループの財政状態及

び経営成績等が悪影響を受ける可能性があります。また、当社グループは安全を第一とし、労使間において安全

衛生協議会を設けて、安全パトロールや安全教育を実施する等事故の防止に努めておりますが、万一、重大な労

働災害、事故等が発生した場合には、操業に支障が生じ、経営成績等に影響を与える可能性があります。

 

⑤小規模会社であること

　当社グループの人員は、当連結会計年度末現在、取締役５名、監査役３名(非常勤監査役２名を含みます)、従

業員78名の小規模な組織であり、内部管理体制はこの規模に応じた組織で対応しております。今後は、事業の拡

大に伴い、管理体制をさらに充実させていくため、組織の拡大に応じた人材育成、人材補強を行う方針ですが、

それらの施策が適切に実行できない場合には、事業の運営に支障が生じ、当社グループの事業展開等に影響を及

ぼす可能性があります。

 

⑥資金使途について

　当社が実施した公募増資及び第三者割当増資による資金調達の使途については、土壌汚染対策事業の国内・海

外展開費用及びブラウンフィールド活用事業の土地仕入資金等に充当する計画であります。しかしながら、急速

に変化する経営環境に柔軟に対応するため、現時点における資金使途計画以外の使途へ充当する可能性がありま

す。また、当初の計画に沿って資金を使用したとしても、想定どおりの投資効果を上げられない可能性もありま

す。

 

⑦配当政策について

　当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つと位置づけておりますが、現在、成長過程にあると考

えており、なお一層の事業拡大を目指すことが株主に対する最大の利益還元に繋がると考えております。そのた

め当期及び次期の利益につきましては、積極的な事業展開及び経営基盤の強化のために内部留保の充実を図り、

財務体質の強化と事業拡大のための投資等に充当する方針であります。将来的には、各事業年度の財政状態及び

経営成績を勘案しながら株主への利益還元を検討していく方針であります。ただし、配当実施の可能性及びその

実施時期等については現時点において未定であります。

 

⑧潜在株式について

　当社は、役員及び従業員へのインセンティブを目的として、新株予約権(以下、ストック・オプションと記載

しています)を付与しており、今後も新たなストック・オプションの付与を検討する予定であります。当連結会

計年度末現在における潜在株式数は、345,000株であり、発行済株式総数の6.3％に相当いたします。このストッ

ク・オプションが行使された場合には、１株当たりの株式価値が希薄化する可能性があります。また、株式市場

で売却された場合は、需給バランスに変動を生じ、株価形成に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑨財務制限条項について

　当社が複数の金融機関との間で締結している借入に係る契約の一部には、財務制限条項が定められておりま

す。今後、当社の経営成績が著しく悪化するなどして財務制限条項に抵触した場合、借入先金融機関の請求によ

り当該借入について期限の利益を喪失し、一括返済を求められるなどして、財政状況及び業績等に影響を及ぼす

可能性があります。

 

⑩建設予定の発電所について

　当社では、石川県羽咋郡において、太陽光発電設備の建設を計画しております。当該建設計画は、既に土地賃

貸借契約を締結し、固定価格買取制度の設備認定を取得しており、順次進行しておりますが、予期せぬ事象の発

生等により、建設計画が大幅に変更された場合又は当該発電設備の完工が遅れた場合には、当社グループの業績

及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1) 独占販売権を受けている契約

 契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約締結日 契約内容 契約期間

株式会社ランド

コンシェルジュ

（連結子会社）

KEJR

ENGINEERING,INC
米国

Geoprobe®Systems

関連商品

平成22年

12月１日

Geoprobe®Systems

関連商品の日本

における独占販

売権及びアジア

全域における販

売権

平成22年12月１

日～平成24年11

月30日以降２年

毎の自動更新

株式会社ランド

コンシェルジュ

（連結子会社）

REGENESIS

Bioremediation

Products,Inc.,

米国

ORC,ORC-Advanced

HRC,3DMicro

Emulsion,RegenOx

PersulfOx

PlumeStop

平成25年

８月１日

契約品目の日本

における独占販

売権及び中国に

おける販売権

平成25年８月１

日～平成26年８

月１日以降１年

毎の自動更新

 

(2) ライセンス契約

契約会社名 相手先 契約内容 契約期間

提出会社
日本シーガテック

株式会社
原位置熱脱着技術の実施権

平成28年３月18日から

平成33年３月17日まで

 

(3) 電力受給契約

契約会社名 相手先 契約内容 契約期間

提出会社 東北電力株式会社
太陽光発電による売電

（金谷Ｂ地区発電所）

平成28年１月15日から

平成48年１月14日まで

株式会社ランドコンシェルジュ

（連結子会社）
東北電力株式会社

太陽光発電による売電

（金谷Ａ地区発電所）

平成28年１月15日から

平成48年１月14日まで

株式会社ランドコンシェルジュ

（連結子会社）
東北電力株式会社

太陽光発電による売電

（引田地区発電所）

平成28年２月29日から

平成48年２月28日まで

ヴェガ・ソーラー合同会社

（連結子会社）
中国電力株式会社

太陽光発電による売電

（PVNext EBH 美咲町発電所）

平成27年９月30日から

平成47年９月29日まで

アルタイル・ソーラー合同会社

（連結子会社）
北海道電力株式会社

太陽光発電による売電

（PVNext EBH 浦幌第一発電所）

平成29年３月15日から

平成49年３月14日まで

提出会社 九州電力株式会社

太陽光発電による売電

（熊本県菊池メガソーラー発電

所）

平成28年12月19日から

平成29年12月18日まで

以降１年毎の自動更新

提出会社 東北電力株式会社

太陽光発電による売電

（岩手県紫波メガソーラー発電

所）

平成29年４月17日から

平成49年４月16日まで

 

(4)資本業務提携契約

契約会社名 相手先 契約内容 契約期間

提出会社
株式会社シーアール

イー
資本業務提携契約 期間の定めなし

１．資本業務提携の目的

　当社グループと株式会社シーアールイーが互いの経営資源を補完することにより、両社のバリューチェーン

を強化し、土壌汚染をめぐるブラウンフィールド問題を解決することで土地取引の健全化・活性化を図り、両

社の企業価値を向上させることを目的として、資本業務提携契約を締結いたしました。
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２．資本業務提携の内容

(1) 業務提携の内容

　当社グループ及び株式会社シーアールイーは、相互に協力して以下の内容を実施してまいります。

①ブラウンフィールド活用事業

　当社100％子会社の株式会社エンバイオ・リアルエステートにおいて、以下の内容を実施してまいり

ます。

・両社が有する汚染土地情報を共有し、個々のブラウンフィールド活用事業用地の投資判断を行い、積

極的にブラウンフィールド活用事業用地を仕入れて事業の拡大を図ります。

・株式会社シーアールイーより土地の仕入、開発・運用、売却のノウハウ提供を受けます。

 

②土壌汚染対策事業

　株式会社シーアールイーが行う物流投資事業において発生する土壌汚染の浄化工事に対して、当社グ

ループの土壌浄化技術を優先的に提供します。

 

６【研究開発活動】

　当社グループは、土壌汚染対策事業の競争力の源泉である原位置浄化技術の強化を目的として研究開発を行って

おります。

　当連結会計年度における研究開発は以下のとおりであります。

①原位置熱脱着（ISTD）の技術導入及び実用化

　米国テラサーモ社より実施権を取得した原位置熱脱着（ISTD）の日本国内での実用化に向けた開発を行って

おります。ISTDは高濃度汚染、汚染深度の深い汚染、粘性地盤が汚染されている等の既存の原位置浄化では困

難又は非効率な現場を効率良く浄化することのできる原位置浄化技術です。米国で実用化され、近年、施工実

績が増えてきております。設計手法や設備仕様、施工方法等に関する技術導入を行い、実際の汚染現場で本施

工を実施するための適用可能性試験方法の確立、現場の井戸配置や熱量、ガス量、処理水量計算等の浄化設

計、処理設備の設計製作等を実施しました。

 

②新たな規制物資に対する原位置浄化技術の開発

　壌環境基準項目に新たに追加された1,4-ジオキサンに対して有効な原位置浄化技術の開発を目的に、化学酸

化及び微生物分解での分解性を評価し、原位置浄化への適用可能性について検討した結果、化学酸化で原位置

浄化が可能との結論が得られました。

 

③塩素化エチレンの高分解能細菌を用いたバイオオーグメンテーションの開発

　バイオレメディエーションを適用して浄化した塩素化エチレンの汚染現場より採取した高分解能微生物群集

から高分解能細菌を分離獲得しました。この細菌を大量に培養して汚染現場に注入することにより短期間に効

率よく塩素化エチレンを無害なエチレンにまで分解する技術（バイオオーグメンテーション）の開発を東京農

工大学との共同研究で進めております。難分解性のクロロエチレンが規制対象に追加された揮発性有機塩素化

合物の汚染の浄化に威力を発揮する技術として期待しております。

 

④シアン汚染の原位置バイオレメディエーションの開発

　土壌汚染対策法で定められている有害物質のいくつかについては、まだ原位置浄化の手法が確立されており

ません。その一つがメッキ工場等で汚染が見られるシアンです。現状では、掘削除去と揚水処理法しか確立さ

れた浄化技術がなく、経済性の高い原位置浄化技術の実用化が期待されています。原位置でのシアンの微生物

分解を促進する浄化技術について、東京農工大学との共同研究でシアン分解菌の獲得と開発を行っています。

 

⑤バイオバリア技術の開発

　バイオレメディエーション促進剤の独占販売契約を締結している米国リジェネシス社において新規に開発さ

れたバイオバリア技術について、技術導入の研究を開始しました。実験室内での適用可能性試験を実施しまし

たので、今後は実際の汚染現場での試験施工を通して効果と経済性を確認します

 

　当連結会計年度の研究開発費は、21,311千円であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

本文の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作ら

れております。

　当社グループは、この連結財務諸表の作成にあたって、貸倒引当金、固定資産の減損、減価償却資産の耐用年

数の設定、繰延税金資産の計上、偶発債務の認識等の重要な会計方針に関する見積り及び判断を行っておりま

す。

　当社経営陣は、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる様々な要因に基づき判断しておりますが、記載

した予想、見通し等の将来に関する事項につきましては、不確実性が伴うため、実際の結果は、これらと異なる

ことがあります。

　当社グループの連結財務諸表を作成するに当たり重要となる会計方針については、「第５　経理の状況　１．

連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されているとお

りであります。

 

(2) 経営成績の分析

　経営成績の分析につきましては、「第２　事業の状況　１．業績等の概要　（1）業績」に記載しておりま

す。

 

(3) 財政状態の分析

　当連結会計年度末における資産につきましては、総資産は12,123,475千円となり、前連結会計年度末に比べ

5,130,827千円増加いたしました。これは主に受取手形及び売掛金が564,436千円、有形固定資産が2,804,974千

円、のれんが447,253千円及び投資その他の資産が954,470千円増加したことによるものであります。

　当連結会計年度末における負債につきましては、9,519,746千円と前連結会計年度末に比べ5,081,615千円増加

いたしました。これは主に買掛金が581,413千円、１年内返済予定の長期借入金が809,757千円、長期借入金が

2,508,176千円、社債が191,500千円、未払金及び未払費用が338,271千円増加したことによるものであります。

　当連結会計年度末における純資産につきましては、2,603,729千円と前連結会計年度末に比べ49,212千円増加

いたしました。これは主に繰延ヘッジ損益が120,693千円減少したものの、利益剰余金が20,711千円及び非支配

株主持分が148,290千円増加したことによるものであります。

 

(4) キャッシュ・フロー状況の分析

　当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの概況につきましては「第２　事業の状況　１．業績等の概要　

（2）キャッシュ・フロー状況の分析」に記載しております。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因について

　経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２　事業の状況　４．事業等のリスク」に記載して

おります。
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(6) 経営戦略の現状と見通し

　当社グループは、環境保全に役立つサービスや製品の提供を通して、環境問題の解決と健やかな環境づくりを

推進し、持続可能な社会の構築に貢献することを経営の基本理念とし、「地盤の環境・エネルギーに関わる問題

解決を担うグローバルな専門企業集団」となることを目指しております。それに向けた当社グループの経営戦略

の基本は、土壌汚染問題に関して環境保全と経済合理性が両立する総合的な解決策を提供することです。

　土壌汚染関連業界は、国内では専業の土壌汚染対策業者に加えて、建設・土木業者やエンジニアリング会社、

地質調査・コンサル業者、計量証明機関など幅広い業界から多数の企業が参入しております。また中国では、土

壌浄化を事業機会と捉えた大手企業の新規参入が相次いでおります。

　当社グループでは、わが国における土壌汚染問題の黎明期にいち早く導入した汚染土壌を掘削・場外搬出せず

に場内で土壌浄化ができる「原位置浄化・オンサイト浄化」に関する技術力を核心的競争力として実績で他社を

圧倒することを目指してまいりました。この分野に革新的な原位置浄化技術を新規に導入・開発することで技術

的競争優位の一層の強化を図ってまいります。また、技術的な核心的競争力に加えて「掘削除去・場外搬出」を

得意とするYAMAテック株式会社を完全子会社化し、工場跡地等での物流不動産の開発を得意とする株式会社シー

アールイーとの資本業務提携を推進しております。これにより土壌汚染地の調査から幅広い選択肢での浄化、跡

地の有効活用までの一貫したサービスを提供する体制を強化いたしました。

　さらに国内で培った「原位置浄化・オンサイト浄化」のノウハウと実績をこれから問題が顕在化する中国など

アジア諸国の土壌汚染問題解決に積極展開し、グローバル企業としての成長を目指します。

　また、土地の有効活用策としてスタートさせた自然エネルギー事業では、国内に30MWの太陽光発電所を建設・

運営することを目標に順調に建設計画を進めております。安定的な収益を上げ、当社グループの成長基盤を財務

的に支える事業として育ってまいりました。

　これらの事業活動を通して土壌汚染問題に直面した国内の顧客の幅広いニーズに一貫して応えること、ならび

に海外への技術提供により継続的な事業の拡大、収益の向上を進めてまいり、土壌汚染関連業界内でのリーディ

ングカンパニーを目指します。

 

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

　経営者の問題認識と今後の方針につきましては、「第２　事業の状況　３　経営方針、経営環境及び対処すべ

き課題等」に記載しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において実施しました設備投資(無形固定資産を含みます。)の総額2,583,464千円(連結消去後)

であり、セグメント毎の内訳は次のとおりであります。

　土壌汚染対策事業においては、浄化用関連機材等に87,864千円の投資を実施いたしました。

　ブラウンフィールド活用事業においては、事業用収益物件に925,087千円の投資を実施いたしました。

　自然エネルギー事業においては、太陽光発電設備に1,559,449千円の投資を実施いたしました。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

平成29年３月31日現在
 

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)

 
建物及び
構築物
(千円)
 

機械装置
及び運搬

具
(千円)

土地
(千円)

建設仮
勘定
(千円)

リース
資産
(千円)

その他
(千円)

合計
(千円)

本社

(東京都千代田区)
－ 本社設備 8,878 - 14,000 - - 2,683 25,562 8

金谷Ｂ地区発電所

（宮城県角田市）

自然エネル

ギー事業

太陽光

発電設備
- 307,810 - 337,259 - - 645,069 -

 

(2) 国内子会社

平成29年３月31日現在
 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)

 
建物及
び構築
物

（千円）
 

機械装置
及び運搬

具
（千円）

土地
（千円）

建設仮
勘定

（千円）

リース
資産

（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

株式会社ア

イ・エス・ソ

リューション

本社

(東京都

千代田区)

土壌汚染

対策事業
浄化設備 34 6,165 - 52,399 - 1,570 60,169 27

株式会社ラン

ドコンシェル

ジュ

本社

(東京都

千代田区)

所沢サービ

スセンター

(埼玉県

入間郡)

土壌汚染

対策事業
デモ設備 298 1,957 - 3,699 - 312 6,267 8

金谷Ａ地区

発電所

(宮城県

角田市)

他宮城県内

１発電所

自然エネ

ルギー事

業

太陽光

発電設備
- 1,336,007 - - - - 1,336,007 -

YAMAテック

株式会社

本社

（千葉県

千葉市）

東京支店

（東京都

千代田区）

大阪支店

（大阪府

大阪市）

土壌汚染

対策事業
本社設備 50,906 26,294 159,638 - 1,388 1,255 239,483 31

株式会社エン

バイオ・リア

ルエステート

本社

(東京都

千代田区)

ブラウン

フィール

ド

活用事業

事業用

収益物件
431,081 - 709,337 - - 33,936 1,174,355 3
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会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)

 
建物及
び構築
物

（千円）
 

機械装置
及び運搬

具
（千円）

土地
（千円）

建設仮
勘定

（千円）

リース
資産

（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

ヴェガ・ソー

ラー合同会社

PVNext　EBH

美咲町

発電所

（岡山県

久米郡）

自然エネ

ルギー事

業

太陽光

発電設備
- 726,647 - - - - 726,647 -

アルタイル・

ソーラー合同

会社

PVNext　EBH

浦幌第一

発電所

北海道

十勝郡

自然エネ

ルギー事

業

太陽光

発電設備
- 732,688 - - - - 732,688 -

ソーラー年金

株式会社

二ツ塚小学

校発電所

（千葉県

野田市）

他４発電所

自然エネ

ルギー事

業

太陽光

発電設備
- 136,987 - 225,528 - - 362,515 -

太陽光パーク

２合同会社

La Energia

CIERVO Rojo

（石川県

羽咋郡）

自然エネ

ルギー事

業

太陽光

発電設備
- - - 168,640 - -- 168,640 -

(注)　１．現在休止中の設備はありません。

２．上記の金額には建設仮勘定を除き消費税は含まれておりません。

３．帳簿価額のうち「その他」は「ソフトウエア」、「工具、器具及び備品」、「商標権」、「特許権」及び

「借地権」の合計であります。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設

会社名 所在地
セグメント

の名称

設備の

内容

投資予定額
資金調達

方法
着手予定年月 完成予定年月

完成後の

増加能力総額

（千円）

既支払額

（千円）

ソーラー年

金株式会社

東京都

千代田区

自然エネル

ギー事業

太陽光

発電設備
602,798 362,515

自己資金

及び借入金
平成28年12月 平成29年５月 -

太陽光パー

ク２合同会

社

東京都

千代田区

自然エネル

ギー事業

太陽光

発電設備
3,513,926 168,640 借入金 平成29年７月 平成30年10月 -

株式会社ア

イ・エス・

ソリュー

ション

東京都

千代田区

土壌汚染対

策事業
浄化設備 102,965 52,399

自己資金

及び借入金
平成28年11月 平成29年６月 -

 

(2) 重要な改修

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 11,140,000

計 11,140,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

（平成29年３月31日）
提出日現在発行数（株）
（平成29年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,457,200 5,457,200
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数

100株

計 5,457,200 5,457,200 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成29年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①平成23年６月23日定時株主総会決議及び平成23年６月24日取締役会決議

区分
事業年度末現在

(平成29年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成29年５月31日)

新株予約権の数(個) 2,265(注)１ 同左(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数

(個)
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数100株 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 226,500(注)１ 同左(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　　200(注)２ 同左(注)２

新株予約権の行使期間
　平成25年６月30日から

　平成33年６月22日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

(円)

　発行価格　　200

　資本組入額　100
同左

新株予約権の行使の条件 　(注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡するときは、

当社取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
　(注)４ 同左

(注)　１．当社が株式分割(株式無償割当てを含みます。以下同じです。)又は株式併合を行う場合は、次の算式によ

り目的たる株式の数を調整するものとします。

　ただし、かかる調整は、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行

われ、調整後生じる１株未満の株式は切り捨てるものとします。

 

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率
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２．株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げるものとします。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 

　当社が、行使価額を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分をする場合(新株予約権の権利行使の

場合を含みません。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上

げるものとします。

　なお、次の算式において、既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を

控除した数をいいます。

 

     

既発行株式数

 

＋

 
新規発行株式数又は

処分自己株式数
×

１株当たり払込金

額又は処分価額
 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
調整前行使価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分自己株式数

 

　上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除

した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとします。

 

３．新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当てを受けた者(以下「新株予約権者」といいます。)は、次に定める場合には、当該新株

予約権の権利行使ができないものとします。

 ①新株予約権者が、死亡以外の事由により、当社又は当社関係会社の取締役、監査役、相談役、顧問も

しくは従業員のいずれの地位も有しなくなったとき。ただし、当社の承認を得た場合は例外とする。

 ②新株予約権者が死亡したとき。ただし、新株予約権者が権利行使期間の初日の到来後に死亡した場合

には、新株予約権者の相続人がこれを相続するものとする。

 ③その他権利行使の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。

 

４．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限ります。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式

移転（以上を総称して、以下「組織再編行為」といいます。）をする場合においては、組織再編行為の効

力発生時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」といいます。）の新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対

象会社」といいます。）の新株予約権をそれぞれ交付することとし、この場合において、残存新株予約権

は消滅するものとします。ただし、再編対象会社が新株予約権を交付する旨及びその比率を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に

限るものとします。
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②平成23年６月23日定時株主総会決議及び平成23年６月24日取締役会決議

区分
事業年度末現在

(平成29年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成29年５月31日)

新株予約権の数(個) 100(注)１ 同左(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数

(個)
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数100株 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 10,000(注)１ 同左(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 200(注)２ 同左(注)２

新株予約権の行使期間
　平成25年６月30日から

　平成33年６月22日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

(円)

　発行価格　　200

　資本組入額　100
同左

新株予約権の行使の条件 　(注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡するときは、

当社取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
　(注)４ 同左

(注)　１．当社が株式分割（株式無償割当てを含みます。以下同じです。）又は株式併合を行う場合は、次の算式に

より目的たる株式の数を調整するものとします。

　ただし、かかる調整は、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行

われ、調整後生じる１株未満の株式は切り捨てるものとします。

 

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

 

２．株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げるものとします。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 

　当社が、行使価額を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分をする場合(新株予約権の権利行使の

場合を含みません。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上

げるものとします。

　なお、次の算式において、既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を

控除した数をいいます。

 

     

既発行株式数

 

＋

 
新規発行株式数又は

処分自己株式数
×

１株当たり払込金

額又は処分価額
 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
調整前行使価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分自己株式数

 

３．新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」といいます。）は、次に定める場合には、当該新

株予約権の権利行使ができないものとします。

 ①新株予約権者が、当社の外部協力者（顧問等を含みます。）でなくなったとき。ただし、新株予約権

者が引き続き当社又は当社関係会社の取締役、監査役、相談役もしくは従業員の地位に就任した場合

で、当社の承認を得た場合は例外とする。

 ②新株予約権者が死亡したとき。
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 ③その他権利行使の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。

 

４．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限ります。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式

移転（以上を総称して、以下「組織再編行為」といいます。）をする場合においては、組織再編行為の効

力発生時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」といいます。）の新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対

象会社」といいます。）の新株予約権をそれぞれ交付することとし、この場合において、残存新株予約権

は消滅するものとします。ただし、再編対象会社が新株予約権を交付する旨及びその比率を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に

限るものとします。

③平成24年12月21日臨時株主総会決議及び平成24年12月21日取締役会決議

区分
事業年度末現在

(平成29年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成29年５月31日)

新株予約権の数(個) 130(注)１ 同左(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数

(個)
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数100株 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 13,000(注)１ 同左(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 300(注)２ 同左(注)２

新株予約権の行使期間
　平成26年12月28日から

　平成34年12月20日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

(円)

　発行価格　　300

　資本組入額　150
同左

新株予約権の行使の条件 　(注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡するときは、

当社取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
　(注)４ 同左

(注)　１．当社が株式分割（株式無償割当てを含みます。以下同じです。）又は株式併合を行う場合は、次の算式に

より目的たる株式の数を調整するものとします。

　ただし、かかる調整は、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行

われ、調整後生じる１株未満の株式は切り捨てるものとします。

 

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

 

２．株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げるものとします。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 

　当社が、行使価額を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分をする場合（新株予約権の権利行使の

場合を含みません。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上

げるものとします。
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　なお、次の算式において、既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を

控除した数をいいます。

     

既発行株式数

 

＋

 
新規発行株式数又は

処分自己株式数
×

１株当たり払込金

額又は処分価額
 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
調整前行使価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分自己株式数

 

３．新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」といいます。）は、次に定める場合には、当該新

株予約権の権利行使ができないものとします。

　①新株予約権者が、死亡以外の事由により、当社又は当社関係会社の取締役、監査役、相談役、顧問も

しくは従業員のいずれの地位も有しなくなったとき。ただし、当社の承認を得た場合は例外とする。

　②新株予約権者が死亡したとき。ただし、新株予約権者が権利行使期間の初日の到来後に死亡した場合

には、新株予約権者の相続人がこれを相続するものとする。

　③その他権利行使の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。

 

４．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限ります。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式

移転（以上を総称して、以下「組織再編行為」といいます。）をする場合においては、組織再編行為の効

力発生時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」といいます。）の新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対

象会社」といいます。）の新株予約権をそれぞれ交付することとし、この場合において、残存新株予約権

は消滅するものとします。ただし、再編対象会社が新株予約権を交付する旨及びその比率を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に

限るものとします。

 

④平成24年12月21日臨時株主総会決議及び平成25年８月23日取締役会決議

区分
事業年度末現在

（平成29年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成29年５月31日）

新株予約権の数(個) 15(注)１ 同左(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数

(個)
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数100株 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,500(注)１ 同左(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 300(注)２ 同左(注)２

新株予約権の行使期間
平成27年８月31日から

　平成34年12月20日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

(円)

　発行価格　　300

　資本組入額　150
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡するときは、

当社取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
（注）４ 同左

(注)　１．当社が株式分割（株式無償割当てを含みます。以下同じです。）又は株式併合を行う場合は、次の算式に

より目的たる株式の数を調整するものとします。

　ただし、かかる調整は、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行

われ、調整後生じる１株未満の株式は切り捨てるものとします。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率
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２．株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げるものとします。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 

　当社が、行使価額を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分をする場合（新株予約権の権利行使の

場合を含みません。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上

げるものとします。

　なお、次の算式において、既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を

控除した数をいいます。

　　

     

既発行株式数

 

＋

 
新規発行株式数又は

処分自己株式数
×

１株当たり払込金

額又は処分価額
 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
調整前行使価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分自己株式数

 

３．新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」といいます。）は、次に定める場合には、当該新

株予約権の権利行使ができないものとします。

 ①新株予約権者が、死亡以外の事由により、当社又は当社関係会社の取締役、監査役、相談役、顧問も

しくは従業員のいずれの地位も有しなくなったとき。ただし、当社の承認を得た場合は例外とする。

 ②新株予約権者が死亡したとき。ただし、新株予約権者が権利行使期間の初日の到来後に死亡した場合

には、新株予約権者の相続人がこれを相続するものとする。

 ③その他権利行使の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。

 

４．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限ります。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式

移転（以上を総称して、以下「組織再編行為」といいます。）をする場合においては、組織再編行為の効

力発生時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」といいます。）の新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対

象会社」といいます。）の新株予約権をそれぞれ交付することとし、この場合において、残存新株予約権

は消滅するものとします。ただし、再編対象会社が新株予約権を交付する旨及びその比率を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に

限るものとします。
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⑤平成28年７月１日取締役会決議（有償ストックオプション）

区分
事業年度末現在

（平成29年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成29年５月31日）

新株予約権の数(個) 940(注)１ 同左(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数

(個)
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数100株 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 94,000(注)１ 同左(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 846(注)２ 同左(注)２

新株予約権の行使期間
平成29年７月１日から

　平成33年６月30日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

(円)

　発行価格　　846

　資本組入額　423
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡するときは、

当社取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
（注）４ 同左

(注)　１．当社が株式分割（株式無償割当てを含みます。以下同じです。）又は株式併合を行う場合は、次の算式に

より目的たる株式の数を調整するものとします。

　ただし、かかる調整は、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行

われ、調整後生じる１株未満の株式は切り捨てるものとします。

 

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

 

２．株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げるものとします。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 

　当社が、行使価額を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分をする場合（新株予約権の権利行使の

場合を含みません。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上

げるものとします。

　なお、次の算式において、既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を

控除した数をいいます。

     

既発行株式数

 

＋

 
新規発行株式数又は

処分自己株式数
×

１株当たり払込金

額又は処分価額
 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
調整前行使価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分自己株式数
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３．新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、平成29年３月期、平成30年３月期及び平成31年３月期のいずれかの期における連結売

上高及び親会社株主に帰属する当期純利益が次の各号に掲げる条件の双方またはいずれかを満たしてい

る場合に、割当てを受けた本新株予約権のうち当該各号ごとに掲げる割合を限度として本新株予約権を

行使することができる。連結売上高及び親会社株主に帰属する当期純利益については、当社有価証券報

告書記載の連結損益計算書における当該期にかかる連結売上高及び親会社株主に帰属する当期純利益

（当該期において連結損益計算書を作成しない場合は、当該期にかかる損益計算書における売上高及び

当期純利益とする。以下同様とする。）とし、当該条件を最初に充足した期の有価証券報告書提出日の

翌月１日から本新株予約権を行使することができる。

(a) いずれかの期における連結売上高が85億円以上の場合

各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権の数の50％

(b) いずれかの期における親会社株主に帰属する当期純利益が５億円以上の場合

各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権の数の50％

適用される会計基準の変更等により参照すべき連結売上高及び親会社株主に帰属する当期純利益の概念

に重要な変更があった場合には、当社は合理的な範囲内において、別途参照すべき指標を取締役会にて

定めるものとする。また、行使可能割合の計算において、各新株予約権者の行使可能な本新株予約権の

数に１個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

②新株予約権者が、死亡以外の事由により、当社の取締役、監査役、執行役員または従業員もしくは当社

の関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第８項の定義により、以下同様

とする。）の取締役、監査役、執行役員または従業員その他これに準ずる地位にあることを要する。た

だし、本新株予約権者が任期満了により退任もしくは従業員の定年退職により退職した場合その他当社

取締役会が正当な理由があると認めた場合は、本新株予約権を行使することができる。

③本新株予約権の相続人による権利行使は認めない。

④その他権利行使の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権

割当契約書」に定めるところによる。

 

４．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限ります。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式

移転（以上を総称して、以下「組織再編行為」といいます。）をする場合においては、組織再編行為の効

力発生時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」といいます。）の新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対

象会社」といいます。）の新株予約権をそれぞれ交付することとし、この場合において、残存新株予約権

は消滅するものとします。ただし、再編対象会社が新株予約権を交付する旨及びその比率を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に

限るものとします。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成25年８月21日

(注)１
2,757,150 2,785,000 － 90,000 － －

　平成26年３月11日

(注)２
1,050,000 3,835,000 280,140 370,140 280,140 280,140

　平成26年３月26日

(注)３
169,200 4,004,200 45,142 415,282 45,142 325,282

　平成26年３月31日

(注)４
5,000 4,009,200 500 415,782 500 325,782

　平成26年５月31日

(注)４
135,000 4,144,200 13,500 429,282 13,500 339,282

　平成27年３月31日

(注)４
5,000 4,149,200 500 429,782 500 339,782

　平成27年４月30日

(注)４
5,000 4,154,200 600 430,382 600 340,382

　平成27年８月31日

(注)４
32,000 4,186,200 3,200 433,582 3,200 343,582

　平成27年10月13日

(注)５
1,200,000 5,386,200 481,200 914,782 481,200 824,782

　平成27年12月31日

(注)４
38,500 5,424,700 3,850 918,632 3,850 828,632

　平成28年5月31日

(注)４
20,000 5,444,700 2,250 920,882 2,250 830,882

　平成28年9月30日

(注)４
8,000 5,452,700 1,050 921,932 1,050 831,932

　平成29年３月31日

(注)４
4,500 5,457,200 525 922,457 525 832,457

(注)　１．平成25年７月19日開催の取締役会決議により、平成25年８月21日付で株式１株を100株に分割しており

ます。

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　　 580円

引受価額　　　533.60円

資本組入額　　266.80円

払込金総額　 560,280千円

３．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出に関連した第三者割当増資）

発行価格　　　　 580円

資本組入額　　266.80円

割当先　ＳＭＢＣ日興証券株式会社

４．新株予約権の行使による増加であります。

５．有償第三者割当

割当先　株式会社シーアールイー

　　　1,200,000株

発行価額　　802円

資本組入額　401円
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（６）【所有者別状況】

平成29年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況

（株）
政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 23 19 16 3 2,707 2,770 　　　　－

所有株式数

（単元）
－ 1,954 3,543 14,306 494 43 34,223 54,563 900

所有株式数の割

合（％）
－ 3.58 6.49 26.22 0.91 0.08 62.72 100.00 　　　　－

(注）自己株式68株は、「単元未満株式の状況」に68株含まれております。

 

（７）【大株主の状況】

  平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社シーアールイー 東京都港区虎ノ門２丁目10番１号 1,200,000 21.99

西村実 千葉県習志野市 571,500 10.47

中村賀一 神奈川県横浜市都筑区 361,000 6.62

平田幸一郎 東京都杉並区 200,000 3.66

投資事業組合オリックス11号 東京都港区浜松町２丁目４番１号 194,000 3.55

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番１０号 154,100 2.82

境治美 福岡県福岡市南区 100,000 1.83

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 99,100 1.82

山内仁 東京都東村山市 77,000 1.41

フィリップ証券株式会社 東京都中央区日本橋兜町４番２号 58,000 1.06

計 － 3,014,700 55.24

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

5,456,300
54,563 －

単元未満株式
普通株式

900
－ －

発行済株式総数 5,457,200 － －

総株主の議決権 － 54,563 －
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②【自己株式等】

　該当事項はありません。

 
 

（９）【ストック・オプション制度の内容】

　当社は、ストック・オプション制度を採用しております。当該制度は、会社法に基づき新株予約権を発行する方

法によるものであります。

　当該制度の内容は、以下のとおりであります。

 

①平成23年６月23日開催の定時株主総会及び平成23年６月24日開催の取締役会において決議された新株予約権の状

況

決議年月日 平成23年６月24日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社及び当社子会社取締役 ６

当社及び当社子会社従業員 20

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

(注)　付与対象者による権利行使及び付与対象者の退職等による失効により、提出日現在の付与対象者の区分及

び人数は、当社及び当社子会社取締役３名、当社及び当社子会社従業員９名の合計12名となっておりま

す。

 

②平成23年６月23日開催の定時株主総会及び平成23年６月24日開催の取締役会において決議された新株予約権の状

況

決議年月日 平成23年６月24日

付与対象者の区分及び人数（名） 外部協力者　１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

(注)　本提出日現在の付与対象者の区分及び人数は異動ありません。
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③平成24年12月21日開催の臨時株主総会及び平成24年12月21日開催の取締役会において決議された新株予約権の状

況

決議年月日 平成24年12月21日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社子会社取締役 １

当社及び当社子会社従業員 ９

新株予約権の目的となる株式の種類  「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

(注)　付与対象者の権利行使により、提出日現在の付与対象者の区分及び人数は、当社及び当社子会社従業員６

名となっております。

 

④平成24年12月21日開催の臨時株主総会及び平成25年８月23日開催の取締役会において決議された新株予約権の状

況

決議年月日 平成25年８月23日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社及び当社子会社従業員 ６

新株予約権の目的となる株式の種類  「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

(注)　付与対象者による権利行使及び付与対象者の退職等による失効により、提出日現在の付与対象者の区分及

び人数は、当社及び当社子会社従業員３名となっております。
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⑤平成28年７月１日開催の取締役会において決議された新株予約権（有償ストック・オプション）の状況

決議年月日 平成28年７月１日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社及び当社子会社取締役 13

当社及び当社子会社従業員 18

新株予約権の目的となる株式の種類  「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

(注)　付与対象者の退職等による失効により、提出日現在の付与対象者の区分及び人数は、当社及び当社子会社取締

役13名、当社及び当社子会社従業員18名となっております。

 

２【自己株式の取得等の状況】

　【株式の種類等】　該当事項はありません。

 

(１)【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

(２)【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

(３)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

 

(４)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数
処分価額の総額

（千円）
株式数

処分価額の総額

（千円）

引き受ける者の募集を行った取得

自己株式
－ － － －

償却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他（－） － － － －

保有自己株式数 68 － 68 －

（注）当期間における取得自己株式には、平成29年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つと位置づけておりますが、現在、成長過程にあると考えて

おり、積極的な事業展開及び経営基盤の強化のために内部留保の充実を図り、財務体質の強化と事業拡大のための投

資等に充当し、なお一層の事業拡大を目指すことが株主に対する最大の利益還元に繋がると考えております。

　このことから創業以来配当は実施しておらず、今後においても当面の間は、新規事業展開のための投資、既存事業

の規模拡大のための必要運転資金として内部留保の充実を図る方針であります。将来的には、各事業年度の財政状態

及び経営成績を勘案しながら株主への利益還元を検討していく方針でありますが、現時点において配当実施の可能性

及びその実施時期等については未定であります。

　なお、剰余金の配当を行う場合には、年１回の期末配当を基本方針としており、配当の決定機関は株主総会であり

ます。

　また、当社は中間配当を取締役会決議により行うことができる旨を定款に定めております。

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

最高（円） － 2,581 1,716 1,375 1,145

最低（円） － 1,233 480 452 620

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

なお、平成26年３月12日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成28年10月 11月 12月 平成29年１月 ２月 ３月

最高（円） 827 773 768 795 779 722

最低（円） 723 601 677 711 685 679

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

 

５【役員の状況】

男性７名　女性１名　（役員のうち女性の比率12.5％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社長 － 西村　実 昭和33年11月７日生

昭和56年４月　ライオン株式会社入社

平成２年５月　株式会社日本総合研究所入社

平成12年６月　株式会社エンバイオテック・

ラボラトリーズ（現：当社）

取締役

平成15年１月　株式会社アイ・エス・ソ

リューション代表取締役(現

任)

平成18年８月　株式会社ランドコンシェル

ジュ取締役

平成20年１月　当社代表取締役社長(現任)

平成22年３月　株式会社ビーエフマネジメン

ト(現：株式会社エンバイ

オ・リアルエステート）取締

役(現任)

平成24年６月　江蘇聖泰実田環境修復有限公

司董事(現任)

平成27年２月　一般社団法人土地再生推進協

会理事(現任)

平成28年６月　江蘇聖泰実田環境修復有限公

司総経理（現任）

(注)３ 571,500
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 － 中村　賀一 昭和48年３月11日生

平成７年10月　監査法人トーマツ（現：有限

責任監査法人トーマツ）入所

平成12年７月　平田公認会計士事務所入所

平成16年６月　株式会社エンバイオテック・

ラボラトリーズ（現：当社）

取締役(現任)

平成18年８月　株式会社ランドコンシェル

ジュ取締役(現任)

平成19年６月　株式会社アイ・エス・ソ

リューション取締役(現任)

平成22年３月　株式会社ビーエフマネジメン

ト取締役(現：株式会社エン

バイオ・リアルエステート）

(現任)

平成24年６月　江蘇聖泰実田環境修復有限公

司董事(現任)

平成27年１月　株式会社ネオキャリア　社外

監査役（現任）

平成27年９月　株式会社イデアル　社外監査

役（現任）

平成28年１月　株式会社ユーザーローカル　

社外監査役（現任）

(注)３ 361,000

取締役 － 阿部　太一 昭和47年２月22日生

平成10年４月　立興建設株式会社入社

平成15年１月　山岡建設株式会社（現：YAMA

テック株式会社）入社

平成16年12月　山岡建設株式会社（現：YAMA

テック株式会社）取締役

平成23年６月　YAMAテック株式会社代表取締

役（現任）

平成28年６月　当社取締役（現任）

平成28年12月　株式会社ランドコンシェル

ジュ 代表取締役(現任)

(注)３ －

取締役 － 湊　初枝 昭和44年６月27日生

平成２年12月　Yoshin Investment

(USA),Inc.入社

平成８年10月　株式会社東海銀行（現:株式

会社三菱東京ＵＦＪ銀行）入

行 米州室投資銀行企画部企

画グループ

平成14年４月　日本シーガテック株式会社取

締役社長

平成26年６月　当社社外取締役（現任）

平成26年７月　日本シーガテック株式会社取

締役最高顧問

平成27年５月　日本シーガテック株式会社代

表取締役社長(現任)

(注)３ 25,000

取締役 － 亀山　忠秀 昭和49年12月26日生

平成14年７月　株式会社幸洋コーポレーショ

ン（旧：株式会社コマーシャ

ル・アールイー）入社

平成18年６月　株式会社コマーシャル・アー

ルイー取締役

平成19年６月　株式会社コマーシャル・アー

ルイー常務取締役

平成22年８月　公共シィー・アール・イー株

式会社（現：株式会社シー

アールイー）入社

平成23年７月　株式会社シーアールイー常務

取締役（現任）

平成28年６月　当社社外取締役（現任）

平成28年９月　NCF不動産投資顧問株式会社

（現：ストラテジック・パー

トナーズ株式会社）代表取締

役（現任）

(注)３ 100
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役 － 行川　一郎 昭和24年12月７日生

昭和47年４月　秋葉公認会計士事務所入所

平成８年３月　第一環境株式会社入社

平成20年６月　第一環境株式会社 監査役

平成24年６月　株式会社アイ・エス・ソ

リューション監査役(現任)

平成24年６月　株式会社ランドコンシェル

ジュ監査役(現任)

平成24年６月　株式会社ビーエフマネジメン

ト(現：株式会社エンバイ

オ・リアルエステート）監査

役(現任)

平成24年６月　当社社外監査役(現任)

(注)４ 2,000

監査役 － 星野　隆宏 昭和30年11月22日生

昭和56年４月　裁判官任官

昭和62年４月　弁護士登録

　　　　　　　外立法律事務所(現：外立総

合法律事務所)パートナー

平成８年５月　星野綜合法律事務所開設

平成18年９月　アクモス株式会社　監査役

(現任)

平成19年６月　当社社外監査役(現任)

平成26年１月　K&L Gates外国法共同事業法

律事務所と統合　パートナー

(現任)

平成27年６月　株式会社デファクトスタン

ダード社外監査役（現任）

(注)４ 10,000

監査役 － 平田　幸一郎 昭和42年11月５日生

平成２年４月　安田火災海上保険株式会社

(現:株式会社損害保険ジャパ

ン)入社

平成４年10月　監査法人トーマツ(現:有限責

任監査法人トーマツ)入所

平成９年８月　中央クーパース・アンド・ラ

イブランド・アドバイザース

(現:税理士法人プライスウ

オーターハウスクーパース)

入社

平成11年８月　平田公認会計士事務所開業

(現任)

平成13年５月　有限会社アドバンスワン設立

取締役社長(現任)

平成17年12月　株式会社リサイクルワン(現:

株式会社レノバ) 社外監査役

(現任)

平成18年４月　株式会社ディアーズ・ブレイ

ン 社外監査役(現任)

平成19年３月　株式会社カタリスト 社外監

査役(現任)

平成20年７月　株式会社ビープラッツ 社外

監査役(現任)

平成22年３月　第一環境株式会社 社外監査

役(現任)

平成23年８月　株式会社美人時計

(現:BIJIN&CO.株式会社) 社

外監査役(現任)

平成24年３月　株式会社ワンオブゼム 社外

監査役(現任)

平成24年７月　スターフェスティバル株式会

社 社外監査役(現任)

平成24年10月　株式会社サマリー 社外監査

役(現任)

平成25年６月　当社社外監査役(現任)

平成26年１月　ランサーズ株式会社 社外監

査役(現任)

平成26年５月　カタリズム株式会社（現:ア

ソビュー株式会社) 社外監査

役(現任)

平成27年７月　株式会社favy 社外監査役

（現任）

(注)４ 200,000

計 1,169,600
 
(注)　１．取締役　湊初枝及び亀山忠秀は、社外取締役であります。

２．監査役　行川一郎、星野隆宏及び平田幸一郎は、社外監査役であります。

３．取締役の任期は、平成29年６月23日開催の定時株主総会終結の時から、２年以内に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。
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４．監査役の任期は、平成29年６月23日開催の定時株主総会終結の時から、４年以内に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。

５．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監

査役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

（株）

村岡　元司 昭和39年１月１日生

昭和63年４月　丸紅株式会社入社

平成３年１月　株式会社日本総合研究所入社

平成12年６月　株式会社NTTデータ経営研究所入社　社会・

環境戦略コンサルティング本部長・パート

ナー(現任)

平成18年８月　株式会社ランドコンシェルジュ代表取締役

平成22年６月　当社取締役就任

平成26年６月　当社取締役辞任

45,000
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①企業統治の体制

１）企業統治の体制の概要

　当社は、法令・企業倫理の遵守が経営の根幹であるとの信念に基づき、経営の健全性、透明性を向上させ、

企業価値を高めることをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針としております。また、株主を含めた全て

のステークホルダーからの信頼に応えられる企業であるために、適切な情報開示を行う等の施策を講じ、コー

ポレート・ガバナンスの充実を図ることを経営課題として位置づけております。

　当社は、取締役会及び監査役会設置会社であり、会計監査人設置会社であります。

　当社の取締役会は、５名の取締役（うち社外取締役２名）で構成されており、取締役会規程に基づき、監査

役出席の下、経営上の重要な意思決定を討議し決定しております。当社では原則として毎月１回の定例取締役

会の他、必要に応じて臨時取締役会を開催しており、取締役会においては業績の状況、その他業務上の報告を

行い情報の共有を図るとともに、監査役からは監査役監査の報告を受けております。また、監査法人からの指

摘事項についての改善案も同会において検討し、業務改善に努めるよう関連部署の管理職に指示をしておりま

す。

　当社の監査役会は、常勤監査役１名、非常勤監査役２名の計３名（うち社外監査役３名）で構成されており

ます。

　また、当社は弁護士と顧問契約を締結しており、重要な契約、法的判断及びコンプライアンスに関する事項

について相談し、助言及び指導を受けております。

　当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要は、以下のとおりであります。

 

 

 

２）当該企業統治の体制を採用する理由

　当社は、人権を尊重し、関係法令、国際ルール及びその精神を遵守するとともに、社会的良識をもって、持

続可能な社会の創造に貢献するためにコンプライアンス規程を制定しております。コンプライアンス規程で

は、取締役及び従業員は、責任ある社会の一員として社内外のステークホルダーに対し常に公正、公平、誠実

に行動し接することとしております。

　当社のコーポレート・ガバナンスの基本となるコンプライアンス規程の実効性を確保するために、取締役会

をコーポレート・ガバナンス体制の軸とし、客観性及び中立性を確保した経営監視機能の強化並びに企業の透

明性及び経営の健全性を図るために現在のコーポレート・ガバナンス体制を採用しております。
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３）内部統制システムの整備の状況

業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務の適正を確保

するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

a.当社の取締役及び使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

　当社は「エンバイオ・ホールディングスグループ行動指針」及び「コンプライアンス規程」を制定し、取

締役及び使用人が法令及び社内規程を遵守し、社会倫理を優先させる行動をするよう周知徹底しておりま

す。

b.当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に関する重要な文書等は、「文書管理規程」に基づき適切に保存及び管理します。

c.当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　事業の重大な障害・瑕疵、重大な情報漏洩、重大な信用失墜、災害等の当社経営に重大な影響及び損失を

及ぼす危険を、全社横断的に把握し、適正に管理・対処していくため、「リスク管理規程」を定め、取締役

及び使用人に周知徹底することとしております。また、大規模な事故・災害等当社の経営に重大な影響を与

える緊急事態が発生した場合には、代表取締役社長をリスク管理統括責任者とする緊急事態対応体制をとる

ものとしております。

d.当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役及び監査役が出席する取締役会を原則月１回開催し、法令及び定款で定められた事項及び経営方

針・政策に関する重要事項について審議し、効率的で迅速な意思決定を行うものとしております。さらに、

経営方針の徹底、業務執行に関する重要事項の決定、利益計画の進捗状況を管理するものとしております。

e.当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ．子会社の取締役等及び使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

・当社は「コンプライアンス規程」に基づき、当社グループ内の子会社におけるコンプライアンス推進を

支援します。

・「関係会社管理規程」に基づき子会社の業務を所管する管理部と連携し、子会社における法令及び定款

に適合するための指導・支援を実施します。

・子会社の業務活動全般も内部監査担当者による内部監査の対象としており、併せてグループ一体となっ

た内部統制の維持・整備に努めます。

ロ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

・当社は、「関係会社管理規程」に従い、子会社の事業が適正に行われているか定期的に報告を求め、子

会社の経営内容を把握します。

・子会社における業務執行状況及び決算などの財務状況を定期的に当社の取締役会で報告をするものとし

ます。

ハ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制について

・子会社のリスクについては、「リスク管理規程」に基づき、当社がグループ全体のリスクの評価と対応

の実施及びリスク管理体制の維持・整備に努めます。

ニ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制について

・当社は、子会社の自主性を尊重しつつ子会社の業務内容の定期的な報告を受け、重要案件については、

その内容について事前協議を行い、子会社の取締役会にて協議すること等により、子会社の取締役の職

務の執行の効率性を確保するものとします。

f.監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及びその使

用人の取締役からの独立性に関する事項

イ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、管理部門担当取締役が監査役の意

見を十分に検討し、必要に応じて人員を配置します。

ロ．監査役を補助すべき使用人の人事異動については、監査役と管理部門担当取締役が協議し、決定しま

す。

g.当社の監査役の前号の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項について

　監査役を補助すべき使用人は当社の就業規則に従いますが、当該使用人への指揮命令権は各監査役に属す

るものとし、異動、処遇、懲戒等の人事事項については監査役と事前協議のうえ実施します。

h.当社の監査役への報告に関する体制について

イ．当社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の体制について

・監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会などの重要な会議に出

席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役また

は使用人にその説明を求めることとします。

・取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実があることを発見したときは、法令に従い、直

ちに監査役に報告します。
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ロ．子会社の取締役、監査役及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告するた

めの体制ならびに報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保

するための体制について

・当社の監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、子会社の主要な稟議書そ

の他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて子会社の取締役、監査役または使用人にその

説明を求めることとします。

・子会社の取締役、監査役及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者が、子会社に著しい損害を及

ぼすおそれがある事実、その他重要な事実があることを発見したときは、法令に従い、直ちに当社の監

査役に報告します。

・「内部通報規程」において、通報窓口は通報・相談の受付、事実確認及び調査等で知り得た秘密事項を

漏らすことを禁止しており、漏らした場合には当社社内規程に従い処分を課します。また、いかなる場

合においても、通報窓口への通報・相談者に対して、不利益な取扱い（降格、減給、解雇、派遣労働者

の交代、労働者派遣契約の解除等）を禁止しております。

i.当社の監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項について

　取締役は監査役による監査に協力し、監査に要する諸費用については、監査の実行を担保するべく予算を

措置します。

j.その他、監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制について

イ．取締役及び使用人は、監査役の監査に対する理解を深め、監査体制の実効性を高めるため、監査役の監

査に協力します。

ロ．監査役は、代表取締役社長、会計監査人とそれぞれ随時に意見交換会を開催し、また内部監査担当部門

と連携を図り、効果的な監査業務を遂行します。

k.財務報告の適正性を確保するための体制の整備について

　当社は、金融商品取引法及びその他の法令の定めに従い、財務報告に係る具体的な内部統制の整備及び運

用を定め、財務報告の信頼性及び適正性を確保します。

l.反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容について

イ．当社は、反社会的勢力への対応について、管理部を対応窓口として、「反社会的勢力対策規程」及び

「反社会的勢力対策実施マニュアル」を制定し、当社のステークホルダーに反社会的勢力が係わってい

ないことのチェックを指示し確認します。

ロ．当社は、反社会的勢力についての理解を深め、関係を排除するための対応、毅然とした対応ができるよ

う、定期的に社内教育を行います。

 

②内部監査及び監査役監査の状況

　当社では内部統制の有効性及び実際の業務執行状況について、内部監査による監査・調査を実施しておりま

す。具体的には、内部監査室に属する担当者１名が内部監査室以外の部門の監査を担当し、内部監査室の監査は

管理部が担当し、監査実施結果を代表取締役社長へ報告することとしております。また、監査役監査、監査法人

による監査及び内部監査の三様監査が有機的に連携するよう、内部監査結果については各監査役に報告してお

り、必要に応じて監査法人にも報告いたします。

　監査役は、監査役会で策定した監査計画に基づいて、当社及び子会社の業務全般について、常勤監査役を中心

として計画的かつ網羅的な監査を実施しております。また、取締役会その他重要な会議に出席し意見を述べる

等、取締役からの聴取、重要な決裁書類等の閲覧を通じ監査を実施しております。監査役３名は独立機関として

の立場から適正な監視を行うため定期的に打ち合わせを行い、また、会計監査人とも積極的な情報交換を行うこ

とにより緊密な連携を保っております。
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③役員報酬の内容

１)提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数

（名）基本報酬
ストック・

オプション
賞与 退職慰労金

取締役

(社外取締役を除く)
66,175 66,175 － － － ３

監査役

(社外監査役を除く)
－ － － － － －

社外役員 7,350 7,350 － － － ４

(注)　１．取締役（社外取締役を除く）の報酬等には、連結子会社からの役員報酬も含めております。

２．無報酬の社外役員１名を除いております。

３．株主総会決議による報酬限度額は、取締役及び監査役それぞれ、取締役が年額200百万円以内、監査

役が年額50百万円以内であります。

４．当社役員の役員報酬は、当社を頂点とする企業集団内における職務執行割合等を勘案し、内規に基づ

き役員報酬を決定しております。

 

２）役員報酬等の額の決定に関する方針

イ．取締役の報酬等

取締役の報酬等の額の決定につきましては、役職位及び担当職務に応じた基本額に各期の業績を考慮し

て、代表取締役社長が内規に基づきこれを決定しております。

ロ．監査役の報酬等

監査役の報酬につきましては、監査役会の協議により決定しております。

 

④株式の保有状況

　当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）がもっとも大きい会社（最大保

有会社）株式会社アイ・エス・ソリューションについて以下のとおりであります。

イ. 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数　　　　　　　　　　　 １銘柄

貸借対照表計上額の合計額　8,903千円

ロ. 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保

有目的

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的

ＪＸホールディングス株式会社 13,168.010 5,712 取引関係の維持・強化のため

 

（当事業年度）

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的

ＪＸホールディングス株式会社 16,285.418 8,903 取引関係の維持・強化のため

 

ハ. 保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。

　なお、提出会社の保有状況については、それぞれ該当事項はありません。
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⑤社外取締役及び社外監査役

１）当社の社外取締役及び社外監査役の員数並びに社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本関係又は取引

関係その他の利害関係

イ．社外取締役

　当社の取締役は５名であり、そのうち社外取締役は２名であります。

　社外取締役の湊初枝は、環境ビジネスを展開する会社の経営を長年担っており、環境ビジネスにおける

高い見識と豊富な経験を有し、かつ経営経験も豊富であることから、取締役会において当社の経営に対し

的確な判断が行える体制としております。

　社外取締役の湊初枝は日本シーガテック株式会社の代表取締役社長であり、同社と当社との間には原位

置熱脱着技術の実施権契約を締結しております。なお、同氏は当社株式を25,000株所有しております。

　社外取締役の亀山忠秀は、不動産ビジネスを展開する会社の経営を長年担っており、不動産ビジネスに

おける高い見識と豊富な経験を有し、かつ経営者の視点をお持ちであることから、社外取締役としてその

職務を適切に遂行できるものと判断しております。

　社外取締役の亀山忠秀と当社グループとの間に、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

はありません。なお同氏は、当社株式を100株所有しております。

 

ロ．社外監査役

　当社の監査役は３名であり、そのうち社外監査役は３名であります。

　社外監査役は取締役会及び監査役会に出席し、豊富な経験を通じて培われた見識をもって独立した立場

から発言を行っております。当社は、社外監査役による意見を当社の監査に反映することで、社外の独立

した立場の視点を経営に取り入れ、取締役会の意思決定に客観性や中立性を確保することができると考え

ております。

　なお、社外監査役行川一郎は、当社の株式を2,000株、社外監査役星野隆宏は、当社の株式を10,000

株、社外監査役平田幸一郎は、当社の株式を200,000株、それぞれ所有しております。これらの関係以外

に社外監査役と当社グループとの間に、人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係はありませ

ん。

 

２）社外取締役及び社外監査役が当社の企業統治において果たす機能及び役割並びに選任状況に関する当社の

考え方及び当社からの独立性に関する基準の内容

　当社は、独立性に関する基準又は方針として明確に定めたものはありませんが、社外取締役の選任にあ

たって、環境ビジネスに関する豊富な経験と高い見識を有していることなどを総合的に考慮しておりま

す。また、社外監査役に関しては、企業経営を監督するために有用な企業法務や財務など専門性の高い見

識を有する候補者を選任しております。

 

⑥責任限定契約の内容と概要

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締

役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除す

ることができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十

分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

　当社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役との間において、会社法第427条第１項

の規定に基づき、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく

損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。

 

⑦取締役の定数

　当社の取締役は、７名以内とする旨定款に定めております。

 

⑧取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。
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⑨会計監査の状況

　会計監査につきましては、新日本有限責任監査法人の監査を受けております。

　会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数は以下のとおりでありま

す。なお、対象は第18期であります。

 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 補助者の構成

指定有限責任社員

業務執行社員

伊藤　恭治
新日本有限責任監査法人

公認会計士　　４名

その他　　　　14名中野　　強

(注)　１．継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

２．同監査法人は既に自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与すること

のないよう措置をとっております。

 

⑩株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。

 

⑪中間配当に関する事項

　当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として、中間配

当を行うことができる旨を定款で定めております。これは株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするも

のであります。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基
づく報酬（千円）

非監査業務に基づ
く報酬（千円）

監査証明業務に基
づく報酬（千円）

非監査業務に基づ
く報酬（千円）

提出会社 20,000 － 26,000 －

連結子会社 － － － －

計 20,000 － 26,000 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査計画、監査日数、当社の規模・業務

の特性及び前事業年度の報酬等を勘案して、適切に決定することとしております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号）に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成してお

ります。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成28年４月１日から平成29年３

月31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）に係る財務諸表につい

て、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容を適切に把握し、会計基準の変更等についても的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構への加入や監査法人等の専門的情報を有する団体等が主催する研修への参加並びに社内研修を

行っております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※２ 1,952,940 ※２ 1,600,049

受取手形及び売掛金 ※２ 648,421 ※２,※５ 1,212,857

たな卸資産 ※２,※３ 1,096,272 ※２,※３ 1,425,665

繰延税金資産 16,765 46,004

その他 214,749 574,516

貸倒引当金 △4,385 △8,719

流動資産合計 3,924,764 4,850,374

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 48,872 523,522

減価償却累計額 △5,933 △32,322

建物及び構築物（純額） ※２ 42,938 ※２ 491,200

機械装置及び運搬具 2,444,709 3,572,464

減価償却累計額 △87,546 △303,032

機械装置及び運搬具（純額） ※２ 2,357,163 ※２ 3,269,432

土地 ※２ 185,216 ※２ 882,975

建設仮勘定 43,306 ※２ 787,527

その他 5,333 17,373

減価償却累計額 △3,268 △12,842

その他（純額） 2,065 4,530

有形固定資産合計 2,630,691 5,435,665

無形固定資産   

のれん - 447,253

その他 35,823 45,360

無形固定資産合計 35,823 492,614

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 170,919 ※１ 412,822

敷金及び保証金 54,003 55,738

長期前払費用 129,942 693,549

その他 1,922 149,148

投資その他の資産合計 356,788 1,311,259

固定資産合計 3,023,303 7,239,539

繰延資産 44,580 33,561

資産合計 6,992,648 12,123,475
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 279,084 860,498

未払金及び未払費用 33,319 371,591

短期借入金 ※２ 665,000 ※２ 942,365

1年内返済予定の長期借入金 ※２,※４ 238,800 ※２,※４ 1,048,557

未払法人税等 21,516 38,874

その他 88,290 195,015

流動負債合計 1,326,011 3,456,902

固定負債   

社債 180,000 371,500

長期借入金 ※２,※４ 2,761,958 ※２,※４ 5,270,134

退職給付に係る負債 - 12,286

資産除去債務 92,311 128,720

デリバティブ債務 - 162,449

その他 77,850 117,752

固定負債合計 3,112,119 6,062,843

負債合計 4,438,130 9,519,746

純資産の部   

株主資本   

資本金 918,632 922,457

資本剰余金 990,779 994,604

利益剰余金 625,882 646,594

自己株式 △66 △66

株主資本合計 2,535,227 2,563,589

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △476 773

繰延ヘッジ損益 - △120,693

為替換算調整勘定 19,152 10,249

その他の包括利益累計額合計 18,675 △109,670

新株予約権 - 905

非支配株主持分 614 148,905

純資産合計 2,554,517 2,603,729

負債純資産合計 6,992,648 12,123,475
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 2,732,270 5,347,892

売上原価 ※１ 1,886,469 ※１ 4,150,040

売上総利益 845,800 1,197,852

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 547,425 ※２,※３ 940,850

営業利益 298,374 257,001

営業外収益   

受取利息及び配当金 1,373 2,057

為替差益 2,126 -

受取家賃 - 1,302

保険解約返戻金 6,308 1,036

共済契約解約手当収入 6,670 -

その他 1,882 3,667

営業外収益合計 18,360 8,063

営業外費用   

支払利息 22,602 88,372

持分法による投資損失 31,155 22,483

株式交付費 7,236 －

支払手数料 - 39,000

その他 6,840 16,818

営業外費用合計 67,834 166,674

経常利益 248,900 98,391

特別利益   

新株予約権戻入益 - 17

特別利益合計 - 17

特別損失   

固定資産除却損 - ※４ 109

特別損失合計 - 109

税金等調整前当期純利益 248,900 98,299

法人税、住民税及び事業税 41,992 66,218

法人税等調整額 63,674 △17,231

法人税等合計 105,667 48,987

当期純利益 143,233 49,311

非支配株主に帰属する当期純利益 514 28,599

親会社株主に帰属する当期純利益 142,719 20,711
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当期純利益 143,233 49,311

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △318 1,250

繰延ヘッジ損益 △518 △121,886

持分法適用会社に対する持分相当額 △3,711 △8,902

その他の包括利益合計 ※１ △4,547 ※１ △129,538

包括利益 138,685 △80,227

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 138,071 △107,634

非支配株主に係る包括利益 614 27,406
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

     （単位：千円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 429,782 501,929 483,163 - 1,414,875

当期変動額      

新株の発行 481,200 481,200   962,400

新株の発行（新株予約権の行使） 7,650 7,650   15,300

親会社株主に帰属する当期純利益   142,719  142,719

自己株式の取得    △66 △66

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

     

当期変動額合計 488,850 488,850 142,719 △66 1,120,352

当期末残高 918,632 990,779 625,882 △66 2,535,227

 

        

 その他の包括利益累計額

新株予約権
非支配株主持

分
純資産合計

 
その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調
整勘定

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 △158 518 22,863 23,223 - - 1,438,098

当期変動額        

新株の発行       962,400

新株の発行（新株予約権の行使）       15,300

親会社株主に帰属する当期純利益       142,719

自己株式の取得       △66

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

△318 △518 △3,711 △4,547 - 614 △3,933

当期変動額合計 △318 △518 △3,711 △4,547 - 614 1,116,419

当期末残高 △476 - 19,152 18,675 - 614 2,554,517
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当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

     （単位：千円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 918,632 990,779 625,882 △66 2,535,227

当期変動額      

新株の発行     -

新株の発行（新株予約権の行使） 3,825 3,825   7,650

親会社株主に帰属する当期純利益   20,711  20,711

自己株式の取得     -

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

     

当期変動額合計 3,825 3,825 20,711 － 28,361

当期末残高 922,457 994,604 646,594 △66 2,563,589

 

        

 その他の包括利益累計額

新株予約権
非支配株主持

分
純資産合計

 
その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調
整勘定

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 △476 - 19,152 18,675 - 614 2,554,517

当期変動額        

新株の発行       -

新株の発行（新株予約権の行使）       7,650

親会社株主に帰属する当期純利益       20,711

自己株式の取得       -

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

1,250 △120,693 △8,902 △128,345 905 148,290 20,850

当期変動額合計 1,250 △120,693 △8,902 △128,345 905 148,290 49,212

当期末残高 773 △120,693 10,249 △109,670 905 148,905 2,603,729
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 248,900 98,299

減価償却費 40,449 174,963

のれん償却額 - 5,696

貸倒引当金の増減額（△は減少） 979 495

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - 388

受取利息及び受取配当金 △1,373 △2,057

支払利息 22,602 88,372

為替差損益（△は益） 470 3,664

持分法による投資損益（△は益） 31,155 22,483

固定資産除却損 - 109

売上債権の増減額（△は増加） △109,122 △221,799

たな卸資産の増減額（△は増加） △673,525 △231,687

仕入債務の増減額（△は減少） 66,010 245,514

その他 △17,990 135,550

小計 △391,442 319,995

利息及び配当金の受取額 1,373 1,884

利息の支払額 △18,059 △84,757

法人税等の支払額 △10,512 △66,948

営業活動によるキャッシュ・フロー △418,641 170,174

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 - △268,675

定期預金の払戻による収入 - 259,481

有価証券の取得による支出 △1,348 △1,388

有形固定資産の取得による支出 △1,389,198 △2,670,384

無形固定資産の取得による支出 △3,895 △1,189

関係会社株式の取得による支出 - △370,023

繰延資産の取得による支出 △46,814 △14,690

貸付けによる支出 - △313,800

敷金及び保証金の差入による支出 △5,733 △20,105

敷金及び保証金の回収による収入 - 17,292

長期前払費用の取得による支出 △90,924 △402,702

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
- ※２ 32,368

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
- ※２ △208,365

その他 30 6,768

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,537,885 △3,955,414

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 215,000 127,365

長期借入れによる収入 1,712,200 3,276,311

長期借入金の返済による支出 △152,532 △600,049

株式の発行による収入 955,163 -

ストックオプションの行使による収入 14,948 7,650

社債の発行による収入 100,000 250,000

社債の償還による支出 - △23,500

その他 △66 △70

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,844,713 3,037,707

現金及び現金同等物に係る換算差額 △470 △3,664

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 887,716 △751,198

現金及び現金同等物の期首残高 994,174 1,882,940

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 1,050 211,138

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,882,940 ※１ 1,342,881
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　8社

　主要な連結子会社の名称

「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載しているため、省略しております。

　なお、実質支配力基準に基づき、前連結会計年度において持分法適用関連会社であったYAMAテック

株式会社は、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

　また、株式取得によりソーラー年金株式会社及び太陽光パーク２合同会社２社を連結の範囲に含め

ております。

 

(2) 主要な非連結子会社の名称等

　株式会社関東ミキシングコンクリート

　連結の範囲から除いた理由

　株式会社関東ミキシングコンクリートは、小規模でその総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余

金は、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

 

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数　1社

　主要な会社名

江蘇聖泰実田環境修復有限公司

　なお、実質支配力基準に基づき、前連結会計年度において持分法適用関連会社であったYAMAテック

株式会社は、連結子会社に変更しております。

 

(2) 持分法を適用していない関連会社

　Carbon & Volts Sdn.Bhd

　持分法を適用しない理由

　持分法適用しない非関連会社Carbon & Volts Sdn.Bhdは、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

 

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財

務諸表又は当該会社の直近の四半期決算を基にした仮決算により作成した財務諸表を使用しておりま

す。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度は、以下を除き連結決算日と一致しております。

　ソーラー年金株式会社の決算日は12月31日であり、連結財務諸表の作成にあたっては、３月31日におけ

る仮決算に基づく決算書を使用しております。

　なお、YAMAテック株式会社の決算日は10月31日から３月31日に、太陽光パーク２合同会社の決算日は12

月31日から３月31日に変更いたしました。

 

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

　子会社株式、関連会社株式及びその他の関係会社有価証券

　　移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)によっております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法によっております。

 

②デリバティブ

時価法によっております。
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③たな卸資産

評価基準は、原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

イ．　商品…………………移動平均法

ロ．　原材料………………移動平均法

ハ．　仕掛品………………個別法

二．　未成工事支出金……個別法

ホ．　仕掛販売用不動産…個別法

ヘ．　販売用不動産………個別法

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）、太陽光発電所に係る機械装置及び平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に

ついては、定額法によっております。

　主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　４～47年

機械装置及び運搬具　４～20年

 

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。

 

(3) 繰延資産の処理方法

　開業費

　定額法（５年）によっております。

 

(4) 重要な引当金の計上基準

　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

(5) 退職給付に係る会計処理の方法

　従業員の将来の退職給付に備え、退職一時金制度に基づく期末要支給額により計上しております。

 

(6) のれんの償却方法及び償却期間

　のれんについては、その効果の発生する期間にわたって均等償却を行っております。

 

(7) 重要な収益及び費用の計上基準

　工事請負契約に関する収益及び費用の計上基準

①当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

②その他の工事

工事完成基準

 

(8) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例

処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ取引

ヘッジ対象…借入金利息
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③ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は

個別契約ごとに行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累

計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。ただし、特例処理によっている金利

スワップについては、有効性の評価を省略しております。

 

(9) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

(10) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

②連結納税制度の適用

当社及び一部の連結子会社は連結納税制度を適用しております。

③借入利息等の固定資産取得原価算入

有形固定資産の建設に関連する利子費用で建設期間に属するものについては、取得原価に算入して

おります。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当連結会計年度において、連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

（表示方法の変更）

（連結貸借対照表関係）

　前連結会計年度において、「投資その他の資産」の「その他」に含めていた「長期前払費用」は、金額的

重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「投資その他の資産」の「その他」に表示してい

た131,865千円は、「長期前払費用」129,942千円、「その他」1,922千円として組み替えております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を

当連結会計年度から適用しております。
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（連結貸借対照表関係）

※１.非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

投資有価証券(株式等） 165,207千円 403,918千円

 

※２.担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

現金及び預金 93,424千円 310,960千円

受取手形及び売掛金 51,793 66,811

たな卸資産 924,687 959,252

建物及び構築物 34,265 411,656

機械装置及び運搬具 2,262,002 2,984,302

土地 78,718 654,534

建設仮勘定 － 505,899

計 3,444,892 5,893,418

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

短期借入金 565,000千円 270,000千円

１年内返済予定の長期借入金 79,952 972,915

長期借入金 2,835,708 4,946,336

計 3,480,660 6,189,251
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※３.たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

商品 88,479千円 103,978千円

仕掛品 73,443 181,751

仕掛販売用不動産 717,035 726,717

販売用不動産 217,314 413,218

計 1,096,272 1,425,665

 

※４．財務制限条項

前連結会計年度（平成28年３月31日）

　借入金のうち2,363,000千円は、純資産額及び経常利益について、一定の条件の財務制限条項が付

されています。

当連結会計年度（平成29年３月31日）

　借入金のうち4,187,453千円は、純資産額及び経常利益について、一定の条件の財務制限条項が付

されています。

 

※５．受取手形割引高

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

受取手形割引高 －千円 11,180千円

 

 

（連結損益計算書関係）

※１.期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れて

　　おります。

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

　 766千円 1,806千円

 

※２.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

役員報酬 110,212千円 150,915千円

給料及び手当 149,348 256,235

 

※３.一般管理費に含まれる研究開発費の総額

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

　 9,639千円 21,311千円

 

 

※４.固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

　建物及び構築物 －千円 109千円
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（連結包括利益計算書関係）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 

前連結会計年度

　(自　平成27年４月１日

　 至　平成28年３月31日)

当連結会計年度

　(自　平成28年４月１日

　 至　平成29年３月31日)

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 △450千円 1,802千円

組替調整額 － －

　　税効果調整前 △450 1,802

　　税効果額 131 551

　　その他有価証券評価差額金 △318 1,250

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 △775 △162,449

組替調整額 － －

　税効果調整前 △775 △162,449

　税効果額 256 40,562

　繰延ヘッジ損益 △518 △121,886

持分法適用会社に対する持分相当額：   

当期発生額 △3,711 △8,902

その他の包括利益合計 △4,547 △129,538

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

発行済株式     

普通株式（注）１ 4,149,200 1,275,500 － 5,424,700

合計 4,149,200 1,275,500 － 5,424,700

自己株式     

普通株式（注）２ － 68 － 68

合計 － 68 － 68

(注)１．発行済株式総数の増加1,275,500株は、第三者割当増資による新株の発行による増加1,200,000

株、新株予約権の行使による増加75,500株であります。

２．普通株式の自己株式数の増加68株は、単元未満株式の買取によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

　　該当事項はありません。
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当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

発行済株式     

普通株式（注） 5,424,700 32,500 － 5,457,200

合計 5,424,700 32,500 － 5,457,200

自己株式     

普通株式 68 － － 68

合計 68 － － 68

(注)発行済株式総数の増加32,500株は、新株予約権の行使による増加32,500株であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社

平成28年ストック・

オプションとしての

新株予約権

－ － － － － 905

合計 － － － － 905

 

３．配当に関する事項

　　該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

現金及び預金勘定

預入期間が３か月を超える定期預金

1,952,940千円

△70,000

1,600,049千円

△257,168

現金及び現金同等物 1,882,940 1,342,881

 

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

　株式の取得により新たに連結子会社となったソーラー年金株式会社及び太陽光パーク２合同会社を連結

したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出（純額）との関係は以下のとおりであります。

流動資産 200,106千円

固定資産 315,117

のれん 223,708

流動負債 171,301

固定負債 356,224

子会社株式の取得価額 211,406

当該子会社の現金及び現金同等物 △35,409

差引：連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出（純額） △175,997
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（リース取引関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については主に流動性の高い預金等に限定し、資金調達については銀行を

中心とした借入による方針であります。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建てのものに

ついては、為替の変動リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されてお

ります。

　借入金は、運転資金及び設備投資等の資金の調達を目的とした資金調達であります。一部の借入金は

変動金利であり、金利の変動リスクに晒されております。

　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利ス

ワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有

効性の評価の方法等については、前述の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４．会計

方針に関する事項　(8)重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、債権債務管理規程に従い、営業債権について管理部が取引先ごとの期日管理及び

残高管理を行うとともに、定期的に主要な取引先の信用状況を把握することで、信用リスクを管理し

ております。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リス

クはほとんどないと認識しております。

 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社グループは、外貨建ての債権・債務については、先物為替予約等によるヘッジを行い、為替の

リスクの低減を図っております。また、借入金に係る支払利息の変動リスクを抑制するために、金利

スワップ取引を利用しております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取

引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、「デリバティブ管理規程」に従い、担当部署が決済担

当者の承認を得て行っております。

 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループは、管理部が適時に資金繰計画表を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等に

より、流動性リスクを管理しております。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」に

おけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リ

スクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（(注)２．参照してください。）

前連結会計年度（平成28年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1)現金及び預金 1,952,940 1,952,940 －

(2)受取手形及び売掛金 648,421 648,421 －

(3)投資有価証券

　 その他有価証券
5,712 5,712 －

資産計 2,607,073 2,607,073 －

(1)買掛金 279,084 279,084 －

(2)短期借入金 665,000 665,000 －

(3)１年内返済予定の長期借入金 238,800 238,800 －

(4)長期借入金 2,761,958 2,744,478 △17,479

負債計 3,944,842 3,927,363 △17,479

デリバティブ取引 － － －

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1)現金及び預金 1,600,049 1,600,049 －

(2)受取手形及び売掛金 1,212,857 1,212,857 －

(3)投資有価証券

　 その他有価証券
8,903 8,903 －

資産計 2,821,811 2,821,811 －

(1)買掛金 860,498 860,498 －

(2)短期借入金 942,365 942,365 －

(3)１年内返済予定の長期借入金 1,048,557 1,048,557 －

(4)長期借入金 5,270,134 5,226,755 △43,379

負債計 8,121,555 8,078,176 △43,379

デリバティブ取引（※） （162,449） （162,449） －

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については（　）で示しております。
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(注)　１.金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

　これらは大部分が短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

(3)投資有価証券　その他有価証券

　時価については取引所の市場価格によっております。

 

負　債

(1)買掛金、(2)短期借入金、(3)１年内返済予定の長期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(4)長期借入金

　時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しております。変動金利による長期借入金は、金利スワップの特例処

理の対象とされており(下記「デリバティブ取引」参照)、当該金利スワップと一体として処理さ

れた元利金の合計金額を、同様の借り入れを行った場合に適用される合理的に見積もられる利率

で割引いて算定する方法によっております。

 

デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

非上場株式等 165,207 403,918

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから

「（3）投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,952,940 － － －

受取手形及び売掛金 648,421 － － －

合計 2,601,361 － － －

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,600,049 － － －

受取手形及び売掛金 1,212,857 － － －

合計 2,812,907 － － －
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４．短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 665,000 － － － － －

長期借入金 238,800 525,744 239,952 267,410 179,952 1,548,900

合計 903,800 525,744 239,952 267,410 179,952 1,548,900

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 942,365 － － － － －

長期借入金 1,048,557 536,436 539,061 435,828 641,018 3,117,789

合計 1,990,922 536,436 539,061 435,828 641,018 3,117,789

 

（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度(平成28年３月31日)

 種類
連結貸借対照
表計上額
(千円)

取得原価(千円) 差額(千円)

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1)株式 － － －

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

小計 － － －

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1)株式 5,712 6,399 △687

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

小計 5,712 6,399 △687

合計 5,712 6,399 △687
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当連結会計年度(平成29年３月31日)

 種類
連結貸借対照
表計上額
(千円)

取得原価(千円) 差額(千円)

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1)株式 8,903 7,788 1,115

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

小計 8,903 7,788 1,115

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1)株式 － － －

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

小計 － － －

合計 8,903 7,788 1,115

 

２．売却したその他有価証券

該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

前連結会計年度(平成28年３月31日)

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度(平成29年３月31日)

　該当事項はありません。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1) 通貨関連

前連結会計年度(平成28年３月31日)

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度(平成29年３月31日)

　該当事項はありません。

 

(2) 金利関連

前連結会計年度(平成28年３月31日)

ヘッジ会計の方法 取引の種類
主なヘッジ

対象

契約額等

(千円）

契約額等の

うち1年超

（千円）

時価

（千円）

金利スワップの特

例処理

金利スワップ取引

変動受取・固定支払

 

長期借入金

 

2,363,000

 

2,195,000

 

（注）

(注)金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理され

ているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度(平成29年３月31日)

ヘッジ会計の方法 取引の種類
主なヘッジ

対象

契約額等

(千円）

契約額等の

うち1年超

（千円）

時価

（千円）

原則的処理方法
金利スワップ取引

変動受取・固定支払

 

長期借入金

 

4,308,088

 

4,287,682

△162,449

（注）1

金利スワップの特

例処理

金利スワップ取引

変動受取・固定支払

 

長期借入金

 

4,055,500

 

3,802,916

 

（注）２

(注)１．取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

２．金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理

されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　一部の連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用しております。

　確定給付制度として退職一時金制度を採用しております。なお、退職一時金制度は、簡便法により退職

給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

 

２．確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 －千円 －千円

　退職給付費用 － 1,617

　退職給付の支払額 － △1,228

　新規連結子会社の取得による増加額 － 11,898

退職給付に係る負債の期末残高 － 12,286

 

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給

付に係る資産の調整表

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）

当連結会計年度

（平成29年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 －千円 －千円

年金資産 － －

 － －

非積立型制度の退職給付債務 － 12,286

連結貸借対照表に計上された負債と資産

の純額
－ 12,286

   

退職給付に係る負債 － 12,286

連結貸借対照表に計上された負債と資産

の純額
－ 12,286

 

(3) 退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前連結会計年度－千円 当連結会計年度1,617千円
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

 

２．権利不行使による失効により利益として計上した金額

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

新株予約権戻入益 －千円 17千円

 

３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

 平成23年ストック・オプション(1) 平成23年ストック・オプション(2)

付与対象者の区分及び人数
当社及び当社子会社取締役　６名

当社及び当社子会社従業員　20名

外部協力者　１名

 

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）１
普通株式　535,000株 普通株式　10,000株

付与日 平成23年６月29日 平成23年６月29日

権利確定条件

　新株予約権発行時に当社及び当社

子会社の取締役又は従業員であった

者は、新株予約権行使時においても

当社及び当社子会社の取締役又は従

業員であることを要する。ただし、

当社の承認を得た場合は例外とす

る。

　新株予約権発行時に当社の外部協

力者であった者は、当社との契約が

継続していることを要する。ただ

し、引き続き当社又は当社関係会社

の取締役、監査役、相談役もしくは

従業員の地位に就任した場合で、当

社の承認を得た場合は例外とする。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
　平成25年６月30日から

　平成33年６月22日まで

　平成25年６月30日から

　平成33年６月22日まで

 

 平成24年ストック・オプション 平成25年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社子会社取締役　１名

当社及び当社子会社従業員　９名

当社及び当社子会社従業員　６名

 

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）１
　普通株式　23,000株 　普通株式　7,500株

付与日 　平成24年12月27日 　平成25年８月30日

権利確定条件

新株予約権発行時に当社及び当社子

会社の取締役又は従業員であった者

は、新株予約権行使時においても当

社及び当社子会社の取締役又は従業

員であることを要する。ただし、当

社の承認を得た場合は例外とする。

新株予約権発行時に当社及び当社子

会社の取締役又は従業員であった者

は、新株予約権行使時においても当

社及び当社子会社の取締役又は従業

員であることを要する。ただし、当

社の承認を得た場合は例外とする。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
　平成26年12月28日から

　平成34年12月20日まで

　平成27年８月31日から

　平成34年12月20日まで
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 平成28年有償ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社及び当社子会社取締役　13名

当社及び当社子会社従業員　18名

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）１
　普通株式　95,800株

付与日 平成28年７月22日

権利確定条件 （注）２

対象勤務期間 対象期間の定めはありません。

権利行使期間
　平成29年７月１日から

　平成33年６月30日まで

（注）１．株式数に換算して記載しております。なお、平成25年８月21日付株式分割（１株につき100株

の割合）による分割後の株式数に換算して記載しております。

２．新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、平成29年３月期、平成30年３月期及び平成31年３月期のいずれかの期にお

ける連結売上高及び親会社株主に帰属する当期純利益が次の各号に掲げる条件の双方または

いずれかを満たしている場合に、割当てを受けた本新株予約権のうち当該各号ごとに掲げる

割合を限度として本新株予約権を行使することができる。連結売上高及び親会社株主に帰属

する当期純利益については、当社有価証券報告書記載の連結損益計算書における当該期にか

かる連結売上高及び親会社株主に帰属する当期純利益とし、当該条件を最初に充足した期の

有価証券報告書提出日の翌月１日から本新株予約権を行使することができる。

(a) いずれかの期における連結売上高が85億円以上の場合

行使可能割合50％

(b) いずれかの期における親会社株主に帰属する当期純利益が５億円以上の場合

行使可能割合50％

②新株予約権発行時に当社及び当社子会社の取締役又は従業員であった者は、新株予約権行使

時においても当社及び当社子会社の取締役又は従業員であることを要する。ただし、本新株

予約権者が任期満了により退任もしくは従業員の定年退職により退職した場合その他当社取

締役会が正当な理由があると認めた場合は、本新株予約権を行使することができる。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成29年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・

オプションの数については、株式数に換算して記載しております。

　平成25年８月21日付株式分割（１株につき100株の割合）による分割後の価格に換算して記載してお

ります。

 

①ストック・オプションの数

  

平成23年
ストック・
オプション

(1)

平成23年
ストック・
オプション

(2)

平成24年
ストック・
オプション

平成25年
ストック・
オプション

平成28年
有償ストッ
ク・オプ
ション

権利確定前 （株）      

前連結会計年度末  － － － － －

付与  － － － － 95,800

失効  － － － － 1,800

権利確定  － － － － －

未確定残  － － － － 94,000

権利確定後 （株）      

前連結会計年度末  247,500 10,000 19,000 7,000 －

権利確定  － － － － －

権利行使  21,000 － 6,000 5,500 －

失効  － － － － －

未行使残  226,500 10,000 13,000 1,500 －

 

②単価情報

  

平成23年
ストック・
オプション

(1)

平成23年
ストック・
オプション

(2)

平成24年
ストック・
オプション

平成25年
ストック・
オプション

平成28年
有償ストッ
ク・オプ
ション

権利行使価格 （円） 200 200 300 300 846

行使時平均株価 （円） 832 － 847 739 －

付与日における公正

な評価単価
（円） － － － － －

 

４．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1) 使用した評価技法　　モンテカルロ・シミュレーション

(2) 主な基礎数値及びその見積方法

株価変動性 （注）１ 76.6％

満期までの期間  4.94年

予想配当 （注）２ ０円/株

無リスク利子率 （注）３ -0.32％

（注）１．満期までの期間に応じた直近の期間に基づき算定しております。

２．直近の配当実績に基づき算定しております。

３．満期までの期間に対応した長期国債利回りによっております。
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５．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採

用しております。

 

６．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本

源的価値の合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日にお

ける本源的価値の合計額

①当連結会計年度末における本源的価値の合計額は119,783千円であります。

②当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計

額は18,997千円であります。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)

 

 

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

繰延税金資産    

未払事業税 6,032千円 6,167千円

見込原価加算 8,891  20,838

資産除去債務 28,265  39,414

関係会社株式評価損 17,227  －

連結会社間内部利益消去 2,603  13,087

繰越欠損金 22,538  30,279

退職給付引当金 －  4,127

役員退職慰労金 －  13,026

減損損失 －  27,115

連結子会社の時価評価差額 －  5,582

繰延ヘッジ損益 －  49,742

貸倒引当金 1,353  1,761

その他 2,074  6,315

繰延税金資産小計 88,987  217,456

　評価性引当金 △26,637  △73,115

繰延税金資産合計 62,348  144,340

繰延税金負債    

資産除去債務に対応する除去費用 △27,848  △37,256

特別利益準備金 △80,448  △68,879

連結子会社の時価評価差額 －  △7,675

その他 △415  △3,925

繰延税金負債小計 △108,713  △117,735

繰延税金資産の純額 △46,364  26,604

(注)　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)

 

 

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

流動資産－繰延税金資産 16,765千円 46,004千円

固定資産－繰延税金資産

固定負債－繰延税金負債

－

△63,130
 

16,442

△35,835

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)

 

 

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

法定実効税率 33.1％  30.9％

（調整）    

持分法投資損益 4.1  7.1

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5  2.2

住民税均等割 0.7  1.9

連結納税による影響 △7.2  11.7

のれんの償却額 －  1.8

評価性引当金額の増減 10.6  △7.7

その他 0.6  1.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.5  49.8
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３．法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正

　「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等

の法律等の一部を改正する法律」（平成28年法律第85号）及び「社会保障の安定財源の確保等を図る税

制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律等の一部を改正する法

律」（平成28年法律第86号）が平成28年11月18日に国会で成立し、消費税率の10%への引上げ時期が平

成29年４月１日から平成31年10月１日に延期されました。

　これに伴い、地方法人特別税の廃止及びそれに伴う法人事業税の復元、地方法人税の税率改正、法人

住民税法人税割の税率改正の実施時期も平成29年４月１日以後に開始する事業年度から平成31年10月１

日以後に開始する事業年度に延期されました。

　繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率に変更はありませんが、国税と地方税

の間で税率の組替えが発生する結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が増

加し、法人税等調整額が同額減少しております。この税率変更による当事業年度の財務諸表に与える影

響は軽微であります。

 

（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．YAMAテック株式会社

(1) 企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：YAMAテック株式会社

事業の内容：土壌汚染対策事業

②　企業結合を行った主な理由

　株式会社アイ・エス・ソリューションの原位置・オンサイト浄化技術、YAMAテック株式会社の施

工管理技術、および各々の人材を有効活用し、両者の事業を拡充させ企業価値の更なる向上を図る

ためであります。

③　企業結合日

平成28年６月28日

④　企業結合の法的形式

実質支配力基準に基づく子会社化

⑤　結合後企業の名称

変更はありません。

⑥　取得した議決権比率

企業結合直前に所有していた議決権比率　45.5％

企業結合日に追加取得した議決権比率　　 　-％

取得後の議決権比率　　　　　　　　　　45.5％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

YAMAテック株式会社の代表取締役が当社の取締役に就任したことにより、当社が同社を実質的に支

配していると認められるためであります。

 

(2) 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

　平成28年2月1日から平成29年3月31日までを計上しております。なお、被取得企業は決算日を10月31

日とする持分法適用関連会社であったため、平成28年2月１日から平成28年4月30日までの業績は「持

分法による投資損失」として計上しております。

 

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　企業結合直前に保有していた株式の企業結合日における時価　　99,925千円

取得原価 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 99,925千円

 

(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額

該当事項はありません。

 

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

該当事項はありません。
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(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産　　943,768千円

固定資産　　359,913千円

資産合計　1,303,681千円

流動負債　　658,529千円

固定負債　　312,172千円

負債合計　　970,701千円

 

(7) 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に

及ぼす影響の概算額及びその方法

売上高　　　 490,690千円

営業利益　　△14,775千円

（概算額の算定方法）

　企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定し算定された売上高及び損益情報と、取得企

業の連結損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。

 

２．太陽光パーク２合同会社

(1) 企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：太陽光パーク２合同会社

事業の内容：太陽光発電技術を利用した再生可能エネルギーによる発電に関連する事業等

②　企業結合を行った主な理由

石川県羽咋郡志賀町にて太陽光発電事業を推進するためであります。

③　企業結合日

平成28年10月24日

④　企業結合の法的形式

持分取得

⑤　結合後企業の名称

太陽光パーク２合同会社

⑥　取得した議決権比率

企業結合日に取得した議決権比率 51%

　なお、企業結合日後に持分を追加取得いたしました。当連結会計年度末における議決権比率は

100%であります。

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として被取得企業の持分を取得したためであります。

 

(2) 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

　平成28年12月31日をみなし取得日としているため、企業結合日以降の被取得企業の業績は、平成29

年１月１日から平成29年３月31日までを計上しております。

 

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　現金 　205,745千円

取得原価 　　　　 205,745千円

　なお、企業結合日後に241,638千円を取得原価として持分を追加取得しております。

 

(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額

該当事項はありません。
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(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①　発生したのれんの金額

450,004千円

　なお、企業結合日後に持分を追加取得したことにより発生したのれんが241,638千円含まれており

ます。

　また、当連結会計年度末において、企業結合日における識別可能な資産および負債の特定並びに

時価の算定が未了であり、取得原価の配分が完了していないため、入手可能な合理的情報に基づき

暫定的な会計処理を行っております。

②　発生原因

今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。

③　償却方法及び償却期間

20年間にわたる均等償却

 

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産　 6,915千円

固定資産　158,113千円

資産合計　165,029千円

流動負債　167,649千円

負債合計　167,649千円

 

(7) 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に

及ぼす影響の概算額及びその方法

当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ．当該資産除去債務の概要

　太陽光発電設備用土地の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

ロ．当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から20年と見積り、割引率としてリスクフリーレートを使用して資産除去債務の

金額を計算しております。

 

ハ．当該資産除去債務の総額の増減

 

前連結会計年度

（自　平成27年４月１日

　至　平成28年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成28年４月１日

　至　平成29年３月31日）

期首残高 －千円 92,311千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 92,086 35,554

時の経過による調整額 225 854

期末残高 92,311 128,720
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（賃貸等不動産関係）

　当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用不動産（土地を含む。）を有して

おります。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は52,330千円（賃貸収益は売上に、

主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）

 

前連結会計年度

（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 258,701 261,384

 期中増減額 2,682 941,310

 期末残高 261,384 1,202,694

期末時価 329,384 1,357,143

(注)　１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は、新規賃貸不動産の取得及び改修費用（925,087千

円）、新規連結による増加の影響額（28,339千円）であり、主な減少額は減価償却費(12,117千

円)であります。

３．当連結会計年度末の時価は重要性のあるものについては不動産鑑定評価額、それ以外のものにつ

いては固定資産税評価額等を基に合理的に調整した価額を使用しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループは、「土壌汚染対策事業」を主な事業とし、汚染地等の利活用を提案する「ブラウン

フィールド活用事業」及び「自然エネルギー事業」を展開しております。

　各事業の内容は下記のとおりであります。

　「土壌汚染対策事業」は、土壌汚染の調査、浄化工事の設計・施工・施主へのリスクコンサルティン

グ及び原位置調査・原位置浄化に使用する機器・資材・浄化用薬剤の輸入販売を行っております。

　「ブラウンフィールド活用事業」は、土壌汚染地を現状有姿でリスクを見込んで購入して、浄化後に

再販・賃貸を行っております。

　「自然エネルギー事業」は、自然エネルギー等による売電を行っております。

　当連結会計年度より、管理区分の変更に伴い、報告セグメントを「土壌汚染対策事業」、「土壌汚染

関連機器・資材販売事業」及び「ブラウンフィールド活用事業」から「土壌汚染対策事業」、「ブラウ

ンフィールド活用事業」及び「自然エネルギー事業」に変更しております。

　なお、前連結会計年度のセグメント情報は、管理区分変更後の報告セグメントの区分に基づき作成し

たものを開示しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表の作成において採用している会計

処理の方法と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

　＜変更後の区分方法により作成した前連結会計年度の情報を記載＞

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
(注)２

連結財務諸表
計上額
(注)３ 

土壌汚染対策
事業

ブラウン
フィールド活

用
事業

自然エネル
ギー事業

売上高       

外部顧客への売上高 2,112,429 532,444 87,395 2,732,270 - 2,732,270

セグメント間の内部売上高又は

振替高
100,209 - - 100,209 △100,209 -

計 2,212,639 532,444 87,395 2,832,479 △100,209 2,732,270

セグメント利益 193,968 94,584 17,813 306,367 △57,466 248,900

セグメント資産 1,542,341 1,410,250 2,815,409 5,768,000 1,224,647 6,992,648

その他の項目       

減価償却費(注)１ 6,906 2,312 30,332 39,551 897 40,449

支払利息 4,950 15,088 8,564 28,603 △6,000 22,602

持分法投資損失 31,155 - - 31,155 - 31,155

持分法適用会社への投資額 165,207 - - 165,207 - 165,207

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
2,542 4,988 1,432,210 1,439,740 △4,692 1,435,048

(注)　１．減価償却費には、長期前払費用の償却費が含まれております。

２．調整額は、以下のとおりであります。

(1)セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去△85,549千円及び報告セグメントに帰

属しない親会社に係る損益28,082千円であります。

(2)セグメント資産の調整額は、セグメント間取引消去△799,279千円及び全社資産2,189,134

千円、持分法適用会社への投資△165,207千円であります。全社資産は、主に報告セグメン

トに帰属しない親会社の余資運用資金(現金及び預金等)、管理部門に係る資産等でありま

す。

(3)減価償却の調整額には、セグメント間取引に係る未実現損益の消去△792千円、報告セグメ

ントに帰属しない親会社の減価償却費897千円が含まれております。

(4)支払利息の調整額は、セグメント間取引に係る消去△7,244千円、報告セグメントに帰属し

ない親会社の支払利息1,243千円が含まれております。

(5)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額には、セグメント間取引に係る消去△

5,292千円、報告セグメントに帰属しない親会社における設備投資額600千円が含まれてお

ります。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の経常利益と調整を行っております。
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当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
(注)２

連結財務諸表
計上額
(注)３ 

土壌汚染対策
事業

ブラウン
フィールド活

用
事業

自然エネル
ギー事業

売上高       

外部顧客への売上高 4,211,064 783,600 353,227 5,347,892 - 5,347,892

セグメント間の内部売上高又は

振替高
134,470 - - 134,470 △134,470 -

計 4,345,534 783,600 353,227 5,482,362 △134,470 5,347,892

セグメント利益 118,538 48,065 83,458 250,062 △151,671 98,391

セグメント資産 3,193,829 2,537,844 5,536,522 11,268,197 855,278 12,123,475

その他の項目       

減価償却費(注)１ 16,274 11,357 134,808 162,441 12,521 174,963

支払利息 15,302 27,360 54,966 97,629 △9,256 88,372

持分法投資損失 22,483 - - 22,483 - 22,483

持分法適用会社への投資額 33,895 - - 33,895 - 33,895

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
87,864 925,087 1,559,449 2,572,401 11,062 2,583,464

(注)　１．減価償却費には、長期前払費用の償却費が含まれております。

２．調整額は、以下のとおりであります。

(1)セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去△150,397千円及び報告セグメントに帰

属しない親会社に係る損益△1,273千円であります。

(2)セグメント資産の調整額は、セグメント間取引消去△1,753,127千円及び全社資産

2,608,405千円であります。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない親会社の余資運

用資金(現金及び預金等)、管理部門に係る資産等であります。

(3)減価償却の調整額は、報告セグメントに帰属しない親会社の減価償却費であります。

(4)支払利息の調整額は、セグメント間取引に係る消去△17,591千円、報告セグメントに帰属

しない親会社の支払利息8,335千円が含まれております。

(5)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、報告セグメントに帰属しない親会社

における設備投資額であります。また、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、新

規連結に伴う増加額を含んでおりません。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の経常利益と調整を行っております。

 

【関連情報】

前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

(2) 有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
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３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は名前 売上高 関連するセグメント名

株式会社シーアールイー 617,523 土壌汚染対策事業

 

当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

(2) 有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は名前 売上高 関連するセグメント名

大成建設株式会社 833,398 土壌汚染対策事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

     （単位：千円）

 報告セグメント
全社・消去 連結財務諸表計上額

 
土壌汚染対策事

業
ブラウンフィー
ルド活用事業

自然エネルギー
事業

のれん償却額 - - 5,696 - 5,696

のれん - - 447,253 - 447,253

(注) 第２四半期連結会計期間において、ソーラー年金株式会社の株式を取得し連結子会社としたこと

により、「自然エネルギー事業」セグメントにおいて、のれん2,946千円を計上しております。

また、第３四半期連結会計期間において、太陽光パーク２合同会社の株式を取得し、連結子会社

としたことにより、「自然エネルギー事業」セグメントにおいて、のれん450,004千円を計上して

おります。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社エンバイオ・ホールディングス(E30445)

有価証券報告書

 82/103



【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（イ）連結財務諸表提出会社の親会社および主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職

業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

主要株主

株式会社

シーアー

ルイー

東京都

港区
1,555,687

物流施設

の賃貸・

管理・開

発・仲介

及び投資

助言

（被所有）

直接　22.1

主要株主

資本業務

提携

浄化工事

の請負

第三者割

当増資
962,400 － －

浄化工事

の請負
617,523 売掛金 167,522

(注)１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ

ております。

２．取引条件および取引条件の決定方針等

受注金額については、見積りの提示を行い一般取引（競合）と同様に決定しております。

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職

業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

主要株主

株式会社

シーアー

ルイー

東京都

港区
1,613,627

物流施設

の賃貸・

管理・開

発・仲介

及び投資

助言

（被所有）

直接　22.0

主要株主

資本業務

提携

浄化工事

の請負

浄化工事

の請負
21,695 売掛金 31,822

(注)１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ

ております。

２．取引条件および取引条件の決定方針等

受注金額については、見積りの提示を行い一般取引（競合）と同様に決定しております。

 

（ロ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職

業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

関連会社

YAMAテッ

ク株式会

社

千葉県

千葉市
80,000

土壌汚染

対策事業

 （所有）

直接　45.5

経営指導

技術指導

出資の

引受
100,000 － －

(注)上記の金額のうち取引金額には、消費税等は含まれておりません。

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職

業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

非連結子会

社

株式会社

関東ミキ

シングコ

ンクリー

ト

千葉県

白井市
3,000

産業廃棄

物中間処

理

 （所有）

間接　100

資金の援

助

資金の

貸付
220,000 短期貸付金 220,000

利息の

受取
1,147 未収収益 1,147

(注)１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ

ております。

２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
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（ハ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社
の子会社

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

（ニ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職

業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及びそ

の近親者
阿部 太一 - - - -

当社の役

員

金銭の貸

付（注2）

（注3）

18,611 長期貸付金 18,611

(注)１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ

ております。

２．当該貸付は当社の連結子会社であるYAMAテック株式会社からの貸付であります。

３．金銭の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　当連結会計年度において、重要な関連会社は、持分法による投資損失の金額の算定対象となった関係会

社の江蘇聖泰実田環境修復有限公司であり、その要約財務情報は以下のとおりであります。

（単位：千円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

流動資産合計 127,653 67,315

固定資産合計 15,665 7,221

   

流動負債合計 8,142 3,546

固定負債合計 － －

   

純資産合計 135,177 70,990

   

売上高 29,107 8,597

税引前当期純損失金額 63,868 46,018

当期純損失金額 63,868 46,018

 

 

EDINET提出書類

株式会社エンバイオ・ホールディングス(E30445)

有価証券報告書

 84/103



（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

１株当たり純資産額 470.90円 449.67円

１株当たり当期純利益金額 30.09円 3.80円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 28.65円 3.67円

(注)１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益金額（千

円）
142,719 20,711

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期

純利益金額（千円）
142,719 20,711

期中平均株式数（株） 4,742,848 5,445,368

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 238,832 191,500

　　（うち新株予約権（株）） （238,832） （191,500）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要

－

第10回新株予約権

　新株予約権の数　940個

　普通株式　94,000株
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高

(千円)

当期末残高

(千円)

利率

（％）
担保 償還期限

株式会社ア

イ・エス・ソ

リューション

第１回無担保社債

（株式会社りそな銀行・東

京信用保証協会共同保証

付、分割譲渡制限特約付）

平成26年

９月25日
100,000 100,000 0.66 なし

平成31年

９月25日

株式会社ア

イ・エス・ソ

リューション

第２回無担保社債

（株式会社みずほ銀行・東

京信用保証協会共同保証

付、分割譲渡制限特約付）

平成28年

３月31日

100,000

(20,000)

80,000

(20,000)
0.2 なし

平成33年

３月31日

株式会社ア

イ・エス・ソ

リューション

第３回無担保社債

（株式会社横浜銀行・東京

信用保証協会共同保証付、

分割譲渡制限特約付）

平成28年

９月29日
－

46,500

(7,000)
0.29 なし

平成35年

９月29日

YAMAテック

株式会社
第２回無担保社債

平成28年

12月30日
－

200,000

(28,000)
0.4 なし

平成35年

12月29日

合計 － －
200,000

(20,000)

426,500

(55,000)
－ － －

（注）１．（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内

（千円）

１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

55,000 55,000 155,000 55,000 35,000

 

【借入金等明細表】

　区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 665,000 942,365 1.16 －

１年以内に返済予定の長期借入金 238,800 1,048,557 1.02 －

１年以内に返済予定のリース債務 － 1,118 3.36 －

長期借入金（１年以内に返済予定

のものを除く。）
2,761,958 5,270,134 1.20

平成30年～平

成45年

リース債務（１年以内に返済予定

のものを除く。）
－ 381 3.36 平成30年

その他有利子負債 － － － －

　合計 3,665,758 7,262,557 － －

(注)　１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 536,436 539,061 435,828 641,018

 

【資産除去債務明細表】

　本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、

資産除去債務明細表の記載を省略しております。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 473,366 1,753,841 2,642,200 5,347,892

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額又は税金等調整前

四半期純損失金額(△)（千

円）

14,252 33,004 △43,081 98,299

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益金額又は親会

社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（千円）

10,234 22,807 △43,677 20,711

１株当たり四半期（当期）純

利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額(△)

（円）

1.88 4.19 △8.02 3.80

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額(△)（円）

1.88 2.31 △12.19 11.81
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※２ 1,274,937 ※２ 619,286

売掛金 ※２ 5,240 ※２ 6,812

短期貸付金 ※１ 535,473 ※１ 1,364,328

未収入金 ※１ 81,692 ※１ 65,831

前払費用 3,791 12,197

繰延税金資産 936 2,219

その他 11,714 179,652

流動資産合計 1,913,785 2,250,327

固定資産   

有形固定資産   

機械及び装置（純額） ※２ 180,261 ※２ 307,810

建設仮勘定 - 337,259

その他 328 24,097

有形固定資産合計 180,589 669,166

無形固定資産   

ソフトウエア 1,380 1,380

その他 85 85

無形固定資産合計 1,465 1,465

投資その他の資産   

関係会社株式 223,136 292,515

その他の関係会社有価証券 - 449,284

長期貸付金 - 242,481

敷金及び保証金 6,195 22,976

長期前払費用 57,474 248,541

繰延税金資産 13,591 38,053

その他 - 70,813

投資その他の資産合計 300,398 1,364,667

固定資産合計 482,453 2,035,299

資産合計 2,396,239 4,285,626

負債の部   

流動負債   

短期借入金 100,000 400,000

1年内返済予定の長期借入金 ※２,※３ 12,800 ※２,※３ 73,384

未払金 ※１ 54,136 ※１ 262,478

未払費用 884 3,934

未払法人税等 4,739 -

預り金 1,248 2,503

その他 72 -

流動負債合計 173,882 742,301

固定負債   

長期借入金 ※２,※３ 164,000 ※２,※３ 1,426,116

資産除去債務 7,074 13,046

デリバティブ債務 - 153,754

固定負債合計 171,074 1,592,916

負債合計 344,956 2,335,217
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 918,632 922,457

資本剰余金   

資本準備金 828,632 832,457

その他資本剰余金 162,146 162,146

資本剰余金合計 990,779 994,604

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 141,937 148,362

利益剰余金合計 141,937 148,362

自己株式 △66 △66

株主資本合計 2,051,282 2,065,357

評価・換算差額等   

繰延ヘッジ損益 - △115,853

評価・換算差額等合計 - △115,853

新株予約権 - 905

純資産合計 2,051,282 1,950,408

負債純資産合計 2,396,239 4,285,626
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②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

営業収益 ※１ 193,545 ※１ 262,897

営業費用 ※２ 169,058 ※２ 229,848

営業利益 24,486 33,049

営業外収益   

受取利息 ※１ 8,325 ※１ 18,782

保険解約返戻金 6,308 －

その他 306 417

営業外収益合計 14,941 19,200

営業外費用   

支払利息 1,833 12,429

株式交付費 7,236 －

支払手数料 － 39,000

その他 0 －

営業外費用合計 9,070 51,429

経常利益 30,357 820

特別利益   

新株予約権戻入益 － 17

特別利益合計 － 17

特別損失   

関係会社株式評価損 56,263 28,404

特別損失合計 56,263 28,404

税引前当期純損失（△） △25,905 △27,566

法人税、住民税及び事業税 △11,293 △46,147

法人税等調整額 △14,220 12,156

法人税等合計 △25,513 △33,991

当期純利益又は当期純損失（△） △392 6,424
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

        （単位：千円）  

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
資本準備
金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利
益剰余金 利益剰余

金合計
 

繰越利益
剰余金

当期首残高 429,782 339,782 162,146 501,929 142,329 142,329 - 1,074,041 1,074,041

当期変動額          

新株の発行 481,200 481,200  481,200    962,400 962,400

新株の発行（新株
予約権の行使）

7,650 7,650  7,650    15,300 15,300

当期純損失     △392 △392  △392 △392

自己株式の取得       △66 △66 △66

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

        -

当期変動額合計 488,850 488,850 - 488,850 △392 △392 △66 977,241 977,241

当期末残高 918,632 828,632 162,146 990,779 141,937 141,937 △66 2,051,282 2,051,282
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当事業年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

       （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計
 

繰越利益剰
余金

当期首残高 918,632 828,632 162,146 990,779 141,937 141,937 △66 2,051,282

当期変動額         

新株の発行 3,825 3,825  3,825    7,650

当期純利益     6,424 6,424  6,424

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

        

当期変動額合計 3,825 3,825 － 3,825 6,424 6,424 － 14,074

当期末残高 922,457 832,457 162,146 994,604 148,362 148,362 △66 2,065,357

 

     

 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計

 
繰延ヘッジ損

益
評価・換算差

額等

当期首残高 － － － 2,051,282

当期変動額     

新株の発行    7,650

当期純利益    6,424

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

△115,853 △115,853 905 △114,948

当期変動額合計 △115,853 △115,853 905 △100,873

当期末残高 △115,853 △115,853 905 1,950,408
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 子会社株式、関連会社株式及びその他の関係会社有価証券

　移動平均法による原価法によっております。

　(2) その他有価証券

　時価のないもの

　移動平均法による原価法によっております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産

定率法によっております。ただし、太陽光発電設備に係る機械装置及び平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物につきましては、定額法によっております。

　無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。

 

３．引当金の計上基準

　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

４．重要なヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例処理の用件を満たす金利スワップについては特

例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ取引

ヘッジ対象…借入金利息

(3) ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は

個別契約ごとに行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累

計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。ただし、特例処理によっている金利

スワップについては、有効性の評価を省略しております。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(2) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

(3) 借入利息等の固定資産取得原価算入

有形固定資産の建設に関連する利子費用で建設期間に属するものについては、取得原価に算入してお

ります。
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（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取り扱い」

（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を

当事業年度から適用しております。

 

（貸借対照表関係）

※１　関係会社項目

　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務には区分掲記されたものの他次のものがあります。

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

　短期金銭債権 600,812千円 1,339,383千円

　短期金銭債務 52,342 242,638

 

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

現金及び預金 77,019千円 212,994千円

受取手形及び売掛金 5,088 6,596

機械及び装置 173,291 295,399

土地 － 14,000

建設仮勘定 － 337,259

計 255,399 866,249

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

１年内返済予定の長期借入金 12,800千円 37,384千円

長期借入金 164,000 1,059,116

計 176,800 1,096,500

 

※３　財務制限条項

前事業年度（平成28年３月31日）

　借入金のうち176,800千円は、純資産額及び経常利益について、一定の条件の財務制限条項が付さ

れています。

当事業年度（平成29年３月31日）

　借入金のうち1,096,500千円は、純資産額及び経常利益について、一定の条件の財務制限条項が付

されています。
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４　保証債務

　次の関係会社等について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

 
　前事業年度

　(平成28年３月31日)

　当事業年度

　(平成29年３月31日)

株式会社アイ・エス・ソリューション 13,280千円 98,333千円

株式会社ランドコンシェルジュ 1,415,208 1,300,000

株式会社エンバイオ・リアルエステート 192,840 537,424

ヴェガ・ソーラー合同会社 786,200 731,000

アルタイル・ソーラー合同会社 － 720,000

ソーラー年金株式会社 － 339,953

YAMAテック株式会社 － 100,000

 

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

営業取引による取引高   

　営業収益 187,400千円 231,850千円

営業取引以外の取引高 7,244 17,591

関係会社株式評価損

　当社の関連会社である江蘇聖泰実田環境修復有限公司の株式について、関係会社株式評価損を計上してお

ります。

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度２％、当事業年度６％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度98％、当事業年度94％であります。

　営業費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

役員報酬 49,962千円 52,350千円

支払報酬 40,540 35,611

給料及び手当 32,649 35,146

 

（有価証券関係）

前事業年度(平成28年３月31日)

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額は子会社株式56,900千円、関連会社株式は166,236千

円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

当事業年度(平成29年３月31日)

　子会社株式、関連会社株式及びその他の関係会社有価証券（貸借対照表計上額は子会社株式160,660千

円、関連会社株式131,855千円、その他の関係会社有価証券449,284千円）は、市場価格がなく、時価を把握

することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
 

当事業年度
(平成29年３月31日)

繰延税金資産    

繰越欠損金 8,233千円 21,527千円

未払事業税 1,169  1,400

資産除去債務 2,166  4,128

関係会社株式評価損 17,227  －

繰延ヘッジ損益 －  47,079

その他 199  2,290

繰延税金資産小計 28,995  76,426

　評価性引当額 △12,333  △32,354

繰延税金資産合計 16,662  44,072

    

繰延税金負債    

　資産除去債務に対応する除去費用 △2,134  △3,800

繰延税金負債合計 △2,134  △3,800

繰延税金資産の純額 14,528  40,272

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成28年３月31日)

 

 

当事業年度
(平成29年３月31日)

法定実効税率 33.1％  30.9％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.6  △0.6

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 105.9  132.1

連結納税による影響 △21.8  △3.0

住民税均等割 △3.7  △3.4

評価性引当金額の増減 △15.2  △32.9

その他 0.8  0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 98.5  123.3

 

３．法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正

　「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等

の法律等の一部を改正する法律」（平成28年法律第85号）及び「社会保障の安定財源の確保等を図る税

制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律等の一部を改正する法

律」（平成28年法律第86号）が平成28年11月18日に国会で成立し、消費税率の10%への引上げ時期が平

成29年４月１日から平成31年10月１日に延期されました。

　これに伴い、地方法人特別税の廃止及びそれに伴う法人事業税の復元、地方法人税の税率改正、法人

住民税法人税割の税率改正の実施時期も平成29年４月１日以後に開始する事業年度から平成31年10月１

日以後に開始する事業年度に延期されました。

　繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率に変更はありませんが、国税と地方税

の間で税率の組替えが発生する結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が減

少し、法人税等調整額が同額増加しております。この税率変更による当事業年度の財務諸表に与える影

響は軽微であります。

 

（企業結合等関係）

取得による企業結合

　連結財務諸表に関する注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

区分 資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期償却額
（千円）

当期末残高
（千円）

減価償却累計額
（千円）

 
有形固定資産

建設仮勘定 - 480,947 143,688 - 337,259 -

機械及び装置 182,542 138,992 - 11,443 321,535 13,725

その他 709 24,462 - 694 25,172 1,074

計 183,252 644,403 143,688 12,138 683,967 14,800

 
無形固定資産

ソフトウエア 1,380 600 - 600 1,380 -

その他 85 - - - 85 -

計 1,465 600 - 600 1,465 -

(注) １．当期首残高及び当期末残高については、取得価額により記載しております。

２．機械及び装置の当期増加額及び建設仮勘定の当期増加額と減少額は、太陽光発電設備建設によ

るものであります。

 

【引当金明細表】

　　　　　該当事項はありません。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
３月31日

９月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所 －

株主名簿管理人 －

取次所 －

買取手数料 －

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故やその他やむを得ない事由によって電子公告がで

きない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

  公告記載URL　http://enbio-holdings.com/

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨を

定款で定めております。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利。

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利。

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式数に応じて募集株式の割当及び募集新株予約権の割当てを受ける権

利。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度(第17期）(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）平成28年６月29日関東財務局長に提出。

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

　平成28年６月29日関東財務局長に提出。

(3) 四半期報告書及び確認書

（第18期第１四半期）（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）平成28年８月10日関東財務局長に提出

（第18期第２四半期）（自　平成28年７月１日　至　平成28年９月30日）平成28年11月11日関東財務局長に提出

（第18期第３四半期）（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）平成29年２月10日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

　平成28年６月29日関東財務局長に提出。

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書であります。

　平成28年10月27日関東財務局長に提出。

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第８号の２（子会社取得）に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 平成29年６月23日

株式会社エンバイオ・ホールディングス  

 取　締　役　会　　御　中  

 

 新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊　藤　恭　治　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　野　　強　　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社エンバイオ・ホールディングスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社エンバイオ・ホールディングス及び連結子会社の平成29年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社エンバイオ・ホール

ディングスの平成29年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社エンバイオ・ホールディングスが平成29年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ

ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 平成29年６月23日

株式会社エンバイオ・ホールディングス  

 取　締　役　会　　御　中  

 

 新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊　藤　恭　治　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　野　　強　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社エンバイオ・ホールディングスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第18期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につい

て監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

エンバイオ・ホールディングスの平成29年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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